
【資料２-３】

項番 テーマ ページ 所属 備考

１ 知る機会につながる支援

(１) 大阪市の支援

１ 市民活動総合ポータルサイトの運営 市民局 地域連携グループ

(２) 民間の支援

２ ホームページによる情報発信 社会福祉法人 大阪市社会福祉協議会

３ 広報誌の発行 社会福祉法人 大阪市社会福祉協議会

４ ボランティア活動情報検索サイトの運営 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

５ メールマガジンの発行 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

６ 情報誌・書籍の発行 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

７ ＣＳＯフォーラム 特定非営利活動法人 大阪ＮＰＯセンター

２ 学び成⾧する機会につながる支援

(１) 大阪市の支援

ア 相談窓口の設置

８ 市民活動に関する相談窓口の設置 市民局 地域連携グループ

９ 福祉ボランティアコーディネーション事業 福祉局 生活福祉部地域福祉課企画グループ

10 地域活動協議会の形成・運営支援（まちづくりセンター等） 市民局 地域連携グループ

イ 講座等の実施

11 出前講座 教育委員会事務局 生涯学習部生涯学習担当

ウ 助成事業の実施

12 芸術・文化団体サポート事業（なにわの芸術応援募金） 経済戦略局 文化部文化課文化担当

13 市民活動推進助成事業 市民局 地域連携グループ

14 まちづくり活動支援制度（活動費助成） 計画調整局 計画部都市計画課（エリアマネジメント支援）

15 地域活動協議会補助金 市民局 地域連携グループ

エ 場所の提供

16 地域の防犯活動の支援に向けた市営住宅空き住戸等の活用 都市整備局 住宅部管理課管理グループ

17 市営住宅の空き住戸を活用したコミュニティビジネス活動拠点の導入 都市整備局 住宅部建設課団地再生グループ

オ 人材育成

18 地域公共人材の養成及びバンク運営 市民局 地域連携グループ

カ 人材派遣

19 地域公共人材派遣による市民活動支援 市民局 地域連携グループ

20 まちづくり活動支援制度（専門家派遣） 計画調整局 計画部都市計画課（エリアマネジメント支援）

(２) 民間の支援

ア 相談窓口の設置

21 団体支援事業 一般財団法人 大阪市コミュニティ協会

イ 講座等の実施

22 地域福祉シンポジウム 社会福祉法人 大阪市社会福祉協議会

23 はじめてのボランティア説明会 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

24 ボランティアスタイル 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

25 市民力・ＮＰＯ力向上事業 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

26 サステナビリティ・リンクアップフォーラム 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

27 サイエンスカフェ 公立大学法人 大阪公立大学

28 コミュニティ防災教室 公立大学法人 大阪公立大学

ウ 助成事業の実施

29 ボランティア活動振興基金 社会福祉法人 大阪市社会福祉協議会

エ 場所の提供

30 市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

オ 人材育成

31 インターン制度 特定非営利活動法人 大阪ＮＰＯセンター

カ 人材派遣

32 コミュニティスタッフ育成事業 一般財団法人 大阪市コミュニティ協会

３ つながりが生まれる環境につながる支援

(１) 大阪市の支援

ア 人と人とのつながり

33 各区役所における「人と人とのつながりづくり」の取組 市民局 地域力創出グループ

イ エリアを軸にしたつながり

10 地域活動協議会の形成・運営支援（まちづくりセンター等）【再掲】

ウ 活動主体間の連携促進

34 社会課題解決に取組む活動主体間の連携協働の促進業務 市民局 地域連携グループ

35 すこやかパートナー制度 健康局 健康推進部健康づくり課

エ 企業との連携拡大

36 企業との包括連携協定による取組、企業との連携に向けた支援 市民局 地域連携グループ

37 「大阪市市民活動のためのクリック募金」による企業の社会貢献活動の促進 市民局 地域連携グループ

(２) 民間の支援

ア 活動主体間の連携促進

38 ゆるっと北浜サロン 特定非営利活動法人 大阪ＮＰＯセンター

39 地域こども支援団体連絡会 社会福祉法人 大阪市社会福祉協議会

40 おおさか災害支援ネットワーク 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

41 うめきた朝ガク 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

42 CANVASよるがく 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

43 交流とネットワーク事業 一般財団法人 大阪市コミュニティ協会



【資料２-３】

項番 テーマ ページ 所属 備考

４ 活動が認知・顕彰される環境につながる支援

(１) 大阪市の支援

ア 表彰等による顕彰

44 キラッと輝く！OSAKA市民活動グランプリ 市民局 地域連携グループ

45 区政推進基金（市民活動支援型）への寄附者に対する感謝状贈呈式 市民局 地域連携グループ

イ 助成等による顕彰

12 芸術・文化団体サポート事業（なにわの芸術応援募金）【再掲】

13 市民活動推進助成事業【再掲】

14 まちづくり活動支援制度（活動費助成）【再掲】

15 地域活動協議会補助金【再掲】

(２) 民間の支援

ア 表彰等による顕彰

46 ＣＳＯフォーラム グランプリ 特定非営利活動法人 大阪ＮＰＯセンター

47 大阪市社会福祉大会 社会福祉法人 大阪市社会福祉協議会

イ 助成等による顕彰

29 ボランティア活動振興基金【再掲】

５ 活動状況に応じて適切な支援を受けることができる環境につながる支援

(１) 大阪市の支援

ア つなぎあわせる機能が期待される「支援機能」

８ 市民活動に関する相談窓口の設置【再掲】

９ 福祉ボランティアコーディネーション事業【再掲】

10 地域活動協議会の形成・運営支援（まちづくりセンター等）【再掲】

19 地域公共人材派遣による市民活動支援【再掲】

20 まちづくり活動支援制度（専門家派遣）【再掲】

イ 支援機能への支援

１ 市民活動総合ポータルサイトの運営【再掲】

18 地域公共人材の養成及びバンク運営【再掲】

48 ＣＢ／ＳＢ促進への支援 市民局 地域連携グループ

49 社会的ビジネス化の促進 市民局 地域連携グループ

(２) 民間の支援

ア つなぎあわせる機能が期待される「支援機能」

21 団体支援事業【再掲】

50 支援者の開拓と信頼のおけるＮＰＯのコーディネーション 社会福祉法人 大阪ボランティア協会

イ 支援機能への支援

２ ホームページによる情報発信【再掲】

３ 広報誌の発行【再掲】

４ ボランティア活動情報検索サイトの運営【再掲】

５ メールマガジンの発行【再掲】

６ 情報誌・書籍の発行【再掲】



事 業 名 1 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

・情報の発信件数

  【令和５年度】  1,140件

    【令和６年度】  1,284件

・ページビュー数（月平均）

  【令和５年度】  106,440件/月

  【令和６年度】  100,556 件/月

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

市民活動総合ポータルサイトの運営

市民活動を進める誰もが、活動を進めるうえで必要な情報を容易に取得できる環境を作る。

市民活動・ボランティア活動への市民の参加を促すとともに、市民活動団体がこれらの情報を活用

して活動を円滑に進め、他の市民活動団体や企業などと連携協働しながら地域課題の解決に向けた

取組を進められるよう支援する。

 大阪市における市民活動・ボランティア活動の活性化に役立つ様々な情報をインターネット上で

収集・発信するサイトとして、「大阪市市民活動総合ポータルサイト」を運営している。ポータル

サイトでは、市民活動団体が自らも情報を発信できる仕組みを作り、情報発信の支援も行ってい

る。

〔取り扱う項目〕

・大阪市域で活動する団体や社会貢献活動に取り組む企業に関する情報

・ボランティア募集情報

・イベント、講座、交流会情報

・市民活動を進めるうえで役に立つ支援制度や資源に関する情報 など

 個人、市民活動団体、企業等、さまざまな活動主体の方に活用いただけるよう、活動上の課題解

決に役立つ新しい情報を収集し、掲載情報を充実させる。

 また、登録すると自ら情報を発信することができる。



事 業 名 2 所管 大阪市社会福祉協議会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

○大阪市社会福祉協議会

 令和5年（2023）年度アクセス数は約69万件

 令和6年（2024）年度アクセス数は約69万件

○社会福祉研修・情報センター

 令和5年（2023）年度アクセス数は約23万件 ※ロボット検索等も含めた数になっている

 令和6年（2024）年度アクセス数は約28万件

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

ホームページによる情報発信

 市民活動を行うにあたり、活動情報・相談窓口や支援に関する情報など活動したい人の道標にな

るよう多様な内容を広く発信するとともに、広報・啓発を行い市民活動の関心を高めることとす

る。

 ホームページを活用して、市民活動に関する広報・啓発を行うことで市民活動への関心を高める

とともに、相談窓口、活動情報や支援に関する情報など、市民活動を行うにあたり道標となるよう

な多様な情報を広く発信することで市民活動の推進をめざす。

○大阪市社会福祉協議会

 福祉分野で活動したい方、困りごとや課題を抱えた方、どこに相談すればいいのか分からない方

のために、分野ごとの相談窓口や多様な支援に関する情報を掲載。また、活動の参考となるような

具体的な福祉の取組みを発信。

○ボランティア・市民活動センター

 ボランティア・市民活動への関心を高めるとともに、より充実した活動へとつなげるよう、ボラ

ンティア活動や市民活動に関する情報を掲載。また、災害時には、被災地支援に関する活動情報等

も掲載。

〇社会福祉研修・情報センター

 市民活動における情報収集や活動場所となるよう、事業内容や市民あるいは福祉施設職員等を対

象とした研修・講座の案内、図書・福祉関係資料等蔵書関係、貸室の案内など、広く情報を提供。

また、Ｘ（旧Twitter）、フェイスブックも活用し、情報発信を行っている。

○大阪市社会福祉協議会

・令和6年能登半島地震に係る被災地支援活動について、特設ページを設けて引き続き周知した。ま

た、大阪市内の福祉の取組みを発信するサイト「ふくしる大阪」の更新や、本会主催の講演会や地

域福祉シンポジウムの広報を行い、福祉の取組みへの関心を高めたり、活動のヒントとなるような

情報発信に努めた。

○ボランティア・市民活動センター

・令和６年度はサイト訪問者が目的のページにたどり着けるように、トップページを改修し、福祉

教育の取り組みについてイメージできるよう具体的な取組み事例を掲載した。

〇社会福祉研修・情報センター

・ホームページに市民参加研修・福祉従事者研修と受講希望者が検索しやすいようバナーを設置し

ている。また、より研修に申し込みやすいよう電話・FAX以外にホームページからもできるように

し、申込み方法の選択肢を広げている。



事 業 名 3 所管 大阪市社会福祉協議会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

〇大阪の社会福祉

 １回あたり28,000部発行し、各区の区役所や図書館、区社協を通じて地域の会館等に配架。ま

た、市内の全民生委員・児童委員にも配付。

〇ボランティア・市民活動情報誌「ＣＯＭＶＯ」

 １回あたり40,000部発行し、市内の商店街、各区の区役所や区民センター等に配架。また、福祉

系の専門学校や大学等にも配付。

〇社会福祉研修・情報センター情報誌「ウェルおおさか」

 １回あたり33,000部を発行し、市役所、各区役所・保健センター・老人福祉センター・区在宅

サービスセンター、図書館、区民センター、大阪市サービスカウンター、大阪メトロの21駅に配

架。また、福祉系の専門学校や大学等及び市内の民生委員・児童委員にも配付。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

広報誌の発行

 各種広報誌を活用して、広報・啓発を行うことで市民活動への関心を高めるとともに、市民活動

団体の活動状況、地域における地域福祉推進の取組みなど市民活動への後押しとなるような情報を

広く発信することで市民活動の推進をめざす。

〇大阪の社会福祉

 昭和25年に創刊以来、令和6年度まで月刊誌（2色刷り）として定期発行し、令和7年度からは全

面カラーとして、2か月に1回（奇数月）発行。市民や社会福祉関係者など幅広い読者をターゲット

に、福祉に関するさまざまな情報、各区・地域における地域福祉推進の身近な取組みなど、「福

祉」を身近に感じてもらえるような内容をタイムリーに伝えている。

〇ボランティア・市民活動情報誌「ＣＯＭＶＯ」

 平成6年に創刊以来、年6回発行し、主に大阪市内におけるさまざまなボランティア・市民活動に

関する情報を発信。

〇社会福祉研修・情報センター情報誌「ウェルおおさか」

 平成16年に創刊以来、年6回発行し、「大阪の福祉を知るみんなの情報誌」というコンセプトに

沿って、各号社会福祉に関するテーマにより内容を深めるとともに、大阪市社会福祉研修・情報セ

ンター主催の研修案内などを掲載。

〇大阪の社会福祉

 取組み紹介だけではなく、地域住民や団体に対する社協職員の働きかけにフォーカスした内容を

発信している。

〇ボランティア・市民活動情報誌「ＣＯＭＶＯ」

 地域などで多様な課題に取り組むボランティア・市民活動団体スポットを当て、それぞれの活動

や想いを通じて、地域に根ざした活動等に関する情報を発信している。

○社会福祉研修・情報センター情報誌「ウェルおおさか」

 平成16年に創刊以来、年6回発行し、「大阪の福祉を知るみんなの情報誌」というコンセプトに

沿って、各号社会福祉に関するテーマにより内容を深めるとともに、大阪市社会福祉研修・情報セ

ンター主催の研修案内などを掲載。



事 業 名 4 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

〇関西人のためのボランティア活動情報ネット（ＫＶネット）

令和6（2024）年度の年間アクセス数（セッション数）：52,379件

月平均約：4,365件

登録団体数：687団体（うち新規登録は22団体、新規掲載情報は370件）

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

ボランティア活動情報検索サイトの運営

 ボランティアの応援を求める人・団体とボランティア活動希望者をつなぐことを目的に、イン

ターネットを活用したコーディネーションシステム（活動情報の検索サイト）「関西人のためのボ

ランティア活動情報ネット（ＫＶネット）」を企業や団体の協賛を得て運営している。

〇関西人のためのボランティア活動情報ネット（ＫＶネット）

 https://www.kvnet.jp/

 ＫＶネットは、関西を中心にボランティア募集情報、ボランティアや市民活動に関する講座やイ

ベント情報、団体情報を公開している。ボランティアを探したい人はもちろん、ボランティアの応

援を求める施設、ＮＰＯの方もボランティア募集、講座やイベントの参加者募集などに活用いただ

いている。登録、情報掲載料は無料となっている。

ボランティアコーディネーターが掲載希望の情報一つひとつに目を通し、確認した上で情報掲載し

ている。継続して掲載している情報については、年度内に必ず1回は情報の内容確認をして信頼性を

担保している。

制約のあった活動が徐々に通常の活動に戻っている。ただ、高齢者福祉施設で

は、他の感染症（インフルなど）の流行があり、ボランティアの受け入れを再開

していないところもまだ多い。また、コロナ禍でボランティア受け入れを中止し

ていたことで、新たな受け入れプログラムづくりが必要となっている施設も多

い。



事 業 名 5 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実績

〇メールマガジン「関西人のためのボランティア活動情報」

 令和6（2024）年度

 発行回数：2回（毎月1回 ※5月にて配信終了）

 登録件数：356件

〇メールマガジン「ＮＰＯぼいす」

 令和6（2024）年度

 発行回数：年間1回（1回 ※4月～5月にかけて最終号を発行し配信終了）

 登録件数：973件

※配信アプリの有料化や時代的に月1回のメール発信よりSNSの方がより新鮮な情報を届けられるこ

となどから、両メルマガは2023年度末～2024年5月末で終了し、Ｘ（旧Twitter）での情報発信に切

り換えた。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

メールマガジンの発行

 メールマガジン「関西人のためのボランティア活動情報」は、ボランティアの応援を求める人・

団体とボランティア活動希望者をつなぐことを目的に、メールにてボランティア活動情報を提供し

ている。

 メールマガジン「ＮＰＯぼいす」は、ＮＰＯや市民団体を運営している方や支援している方に役

立つ情報を届けることを目的に、メールにて支援情報を提供している。

〇メールマガジン「関西人のためのボランティア活動情報」

 ボランティア活動情報を毎月１回、３件程度を抽出して、希望者へメール配信している。

〇メールマガジン「ＮＰＯぼいす」

 大阪ボランティア協会の主催・関連事業３～４件や助成金情報3～8件程度をまとめて、毎月１

回、15日頃に、希望者へメール配信している。

ボランティア募集情報については、テキストだけではなく画像も添付し、活動のイメージがつきや

すいよう工夫している。



事 業 名 6 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

〇市民活動総合情報誌『ウォロ』

 Ａ４判・28頁で1,500部印刷 。隔月年６回発行で定期購読料は3,600円、単品は1冊650円（いずれ

も送料無料）。令和6（2024）年度の有料購読部数は1,224件だった。

〇ボランティア・ＮＰＯ・

市民活動にかかる書籍は

令和6（2024）年度、

1,544冊の購入があった。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

情報誌・書籍の発行

 ボランティアやＮＰＯについて、もう少し深く知りたい人のために、「市民活動総合情報誌

『ウォロ』」や、ボランティア・ＮＰＯ・市民活動にかかる書籍を有料で発行している。

〇市民活動総合情報誌『ウォロ』

 「ボランティア・ＮＰＯをもう一歩深く」をコンセプトにした有料情報誌として発行している。

読者層は、全国の市民活動関係者や社会福祉協議会、自治体、ボランティアセンター、ＮＰＯ支援

センター、ＮＰＯ、研究者、企業のＣＳＲ・社会貢献担当者、大学等の研究機関など。令和5

（2023）年６・７月号で創刊57周年、同8・9月号で通巻550号を迎えた老舗の市民活動総合情報誌

である。

〇ボランティア・ＮＰＯ・市民活動にかかる書籍

 ボランティア・ＮＰＯ・市民活動にかかる書籍を実費で頒布している。協会発行図書のほか、他

社発行書籍も取り扱っている。

情報誌『ウォロ』に関しては、ボランティアにまつわる最新のトピックを取り上げるとともに、

「市民社会」を創る上で重要なアドボカシーや提言を行うことも大切にしている。

・イベントの中止やオンライン化で書籍の対面販売の機会が減少し、それに伴い

売り上げも減少している。

・編集委員会等、打ち合わせや会議のオンライン化、または対面と併用したハイ

ブリッド化の進展

17%

25%

27%

14%

8%

4%3%

2% 0%

大阪市内

大阪府内

近畿

関東

中部

中国・四国

九州・沖縄

東北・北海道

海外

読者送付先



事 業 名 7 所管 大阪ＮＰＯセンター

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

〔事業内容〕

 ①ＣＳＯフォーラム2025

  応募総数 114件 → 一次選考通過 10団体 → 二次選考会通過 5団体

 ②ＣＳＯフォーラム2025表彰式

  2025年11月27日（木）開催

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

ＣＳＯフォーラム

 全国各地で展開されている社会性・事業性・革新性を有し、地域や社会の課題解決に取り組むコ

ミュニティビジネス（ＣＢ）ソーシャルビジネス（ＳＢ）や、市民社会組織（ＣＳＯ）の認知度向

上に寄与する。また、ＣＳＯを支援するために各支援機関と協働し、社会性・事業性・革新性が高

い先進事業を様々なプロクラムを通じて広く紹介する。

 本フォーラムでは、全国から選ばれた団体が、これまで活動してきた実績のプレゼンテーション

を行い、大賞をめざすＣＳＯフォーラムの最終選考を開催する。

 ■ＣＳＯフォーラム最終選考会＆表彰式

事前に１次・２次選考を行い、約１０組の社会起業家のアワード事業を行う。

受賞者のソーシャルビジネス（社会貢献事業）を継続させるためのサポートや支援・伴走、ビジネ

スネットワークを構築するためのコーディネイトなどを行うためのエントリー機能を実施してい

る。



事 業 名 8 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

 相談件数（24区計）

 令和５年度 18件

 令和６年度 18件

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

市民活動に関する相談窓口の設置

 市民活動を進める誰もが、必要なときに適切な支援を受けることができるよう実施

 平成29年12月に、大阪市内で市民活動を行っている、または行おうとしている個人、団体、企

業・教育機関などを対象とした、市民活動に関する相談窓口を24区役所において開設した。

 これまでに、市民活動団体からは、広報の手法や助成金に関すること、他団体との連携に関する

こと等、また企業からは、企業の社会貢献活動による地域との連携について相談が寄せられてい

る。

市民活動団体の活動上の課題解決に向けて、より身近な場所に相談窓口を設けて支援する。



事 業 名 9 所管 生活福祉部地域福祉課企画グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

【令和6（2024）年度】

 相談件数

※（ ）内は需給調整回数。複数のやりとり（調整）の回数を指す。

※チャットボットでの自動相談件数765件

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

福祉ボランティアコーディネーション事業

 高齢者、障がい者、外国人を含め、ボランティア活動を希望するあらゆる人が活動に参加できる

よう支援を行い、更なるボランティア活動の推進を図る。

○相談とマッチング

 ボランティア活動をしたい、ボランティアの応援が欲しい等の相談に対して、個別での相談・

マッチングを実施する。

対面、電話、オンライン、メール、SNS（LINE）、チャットボット等あらゆる形態での相談が可能

となっている。

333件 67件 183件 926人 583件

（945回） （253回） （483回） （1,681回）

ボランティア活
動をしたい相談

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・NPOの
応援を求めたい相談

一般相談
プログラム

参加人数
総相談件数



事 業 名 10 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

地域活動協議会のめざすべき姿に向けて、各区において地域の実情に即したきめ細かな支援を行

い、仕組みの定着を図ることで、より多くの住民参加による自律的な地域運営を実現する。

１ 形成数   327地域（令和７（2025）年9月末現在）

２ 構成団体の状況 地域活動協議会１つ当たりの団体数（平均） 23.6

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

地域活動協議会の形成・運営支援（まちづくり

センター等）

 市民による自律的な地域運営の実現

１ 地域活動協議会の意義

 校区等地域を単位として、地域住民の組織をはじめ、ボランティア団体、ＮＰＯ、企業など地域

のまちづくりに関する様々な市民活動団体が幅広く参画し、民主的で開かれた組織運営と会計の透

明性を確保しながら、防犯・防災、子ども・青少年、福祉、健康、環境、文化・スポーツなど様々

な分野において、地域課題に対応するとともに、地域のまちづくりを推進することを目的として形

成された連合組織

事業概要

２ 支援

（１）地域活動協議会補助金

  ア 活動費補助金

   ・地域活動協議会のもとで行われる公益性のある活動に対する補助

  イ 運営費補助金

   ・地域活動協議会の運営経費（物件費や事務局の人件費）に対する補助

  ウ 令和７年度補助金予算額 865,840,000円

（２）中間支援組織による支援（新たなコミュニティ支援事業）

  ア 概要

   ・活力ある地域社会づくりに向けて、各種地域団体や企業、ＮＰＯ等、多様な主体が、

    地域社会の将来像を共有しながらそれぞれの特性を発揮し、校区等地域における様

    々な地域課題に取り組めるよう、まちづくりセンター等を活用し、自律的な地域運

    営の仕組みづくりを支援

   ・それぞれの区において、民間の専門知識やノウハウを幅広く活かす観点から事業者

    を選定して委託し、各地域活動協議会の実情に即した効率的かつ効果的な支援を実

    施（北区、東淀川区、旭区、西成区は会計年度任用職員）

  イ 支援内容

   ・地域活動協議会の自律運営にかかる支援



事 業 名 11 所管 生涯学習部生涯学習担当

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

【令和５（2023）年度】

 ・テーマ数  29テーマ

 ・実施講座数 94講座

【令和６（2024）年度】

 ・テーマ数  29テーマ

 ・実施講座数 125講座

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

出前講座

 大阪市の各担当・事業所の取組みや、暮らしに役立つ知識・情報などについて説明し、市民に

とって必要な課題やテーマについて学習する機会を提供することを目的とする。

〔実施時期〕

 原則として月曜～金曜（祝日を除く）の午前９時～午後９時までの２時間以内。土曜・日曜・祝

日は各担当・事業所の状況に応じて応相談。

〔対象〕

 市内に在住、在勤または在学する10人以上で構成された団体。（上記団体・グループの構成員に

対して、実施する研修であること）ただし、原則として同一団体からの同一テーマへの申し込みは

年度につき１回限り。

〔講師〕

 本市職員、もしくは担当の専門職員

〔費用〕

 無料（ただし材料費、資料代など実費が必要な場合あり）

〔会場〕

 申込みの団体で準備（原則、大阪市内の地域会館等の公共施設）

〔申込方法〕

 開催希望日の３か月前から１か月前までに「いちょうネット」サイト内の「大阪市出前講座」の

ページから申し込みを受け付ける。

大阪市の各担当・事業所が所管する、市民にとって必要な課題やテーマの講座メニューを集約し

て、広く市民に情報発信を行い、市民に多様な学習機会の情報提供を行っている。



事 業 名 12 所管 文化部文化課文化担当

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

芸術・文化団体サポート事業（なにわの芸術

応援募金）

 ふるさと寄附金制度を活用し、あらかじめ登録された芸術・文化団体を寄附者が選んで本市へ寄

附を行うことにより、市内を拠点として活動する芸術・文化団体の活動の促進を図る。

〔内容〕

 ふるさと寄附金を活用し、芸術・文化団体の活動に対して助成

〔助成金の交付決定〕

 寄附金を活用した助成金の交付は「大阪アーツカウンシル」の審査を経て大阪市が決定

―

〔交付実績〕

団体数 金額（万円）

平成27（2015）年度 13 882 8,820,000

平成28（2016）年度 14 596 5,956,000

平成29（2017）年度 16 1,594 15,936,000

平成30（2018）年度 20 1,621 16,206,000

令和元（2019）年度 21 1,030 10,295,000

令和２（2020）年度 19 1,011 10,111,000

令和３（2021）年度 18 818 8,176,000

令和４（2022）年度 19 809 8,083,000

令和5（2023）年度 19 679 6,789,000

令和6（2024）年度 17 647 6,468,000

年度
交付決定額

決算額（円）



事 業 名 13 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

〔市民活動推進助成事業への交付実績〕

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

市民活動推進助成事業

 市民・企業等からの寄附金を活用して市民活動団体が行う公益的な活動を支援することで、自立

的な市民活動の推進を図る

 大阪市区政推進基金を活用し、市民活動団体が行う公益的な事業に対して助成する。

 寄附金を活用した助成金の交付は「大阪市市民活動推進事業運営会議（※）」の審査を経て大阪市が決

定する。１事業100万円以内（対象経費総額の50％以内、千円未満切捨て）を限度とする。

 「中間報告会」（10月頃）、「事業報告会」（６月頃）を実施し、助成団体からの活動報告を受け、大

阪市市民活動推進事業運営会議委員（有識者）から、今後の活動について助言を行っている。

 また、報告会には寄附者にも参加を呼びかけ、寄附金の活用状況を確認していただくとともに、市民活

動団体と寄附者との交流を図っている。

 さらに、助成対象事業の本市ＳＮＳでの情報発信や各区役所へのチラシ配布など、広報支援にも取り組

んでいる。

 ※大阪市市民活動推進事業運営会議

  登録団体の申請や、助成金の交付に関する意見を聴取

 市民活動団体の自立に向けた支援を目的として、助成金を交付し、有識者から自立に向けた助言

を行い、さらには寄附者との交流を図っている。

 また、選定時や中間報告会、ＳＮＳ等を活用した事業周知など、機会を捉えて助成対象事業につ

いての情報を発信している。

事業数 金額（万円）

令和４（2022）年度 7 633 6,272,000

令和５（2023）年度 8 740 7,081,000

令和６（2024）年度 8 730 7,200,000

年度
交付決定額

決算額（円）



事 業 名 14 所管
計画部都市計画課（エリアマネジ

メント支援）

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

【令和 ６（2024）年度】

 ・ 2団体に対し活動費助成を行った。

【令和 ７（2025）年度（９月末時点）】

 ・ 2団体に対し活動費助成を行っている。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

まちづくり活動支援制度（活動費助成）

 地域の実情に応じた住み良いまちづくりを市民と市が協力して推進するにあたり、住民等による

自発的なまちづくり活動を支援する。

 まちづくり整備手法や制度などの適用がはっきりしていないまちづくりの初期段階において、地

域の特性を十分に活かした身近な地域におけるまちづくりの基本構想・事業手法等を調査研究し、

まちの整備・改善及び保全等に係るまちづくり構想の策定を目的にまちづくり活動を行う団体を

「まちづくり推進団体」として認定し、活動に必要な経費の一部を助成する。

〔活動費助成〕

 まちづくり推進団体に対し、まちづくり活動に必要な経費の1/2以内（補助上限：30万円）を５年

間を限度に補助し、また、まちづくり構想策定年度（１回限り）は構想印刷配布経費の1/2以内（補

助上限：20万円）を補助する。

〔令和  7（2025）年度予算〕活動費助成：750千円

まちづくりの初期段階における、身近なまちの整備・改善及び保全等に向けたまちづくり活動を行

う団体への支援



事 業 名 15 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

地域活動協議会のもとで行われる活動に対し、その活動の公益性や使途、成果をチェックすることを

前提に、活動内容を限定せずに補助限度額を提示し、具体的な活動内容は地域の選択に委ねる、自由

度の高い補助金である。これにより、各地域活動協議会が「どのような活動を重点的に実施するか」

「どういった手法で活動を実施するか」などを自らで検討して進めていくといった、自律的な地域経

営に対する財政的支援を行っている。

 令和７（2025）年度補助金予算額

  865,840,000円

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

地域活動協議会補助金

 地域活動協議会の機能を十分に果たすことができるように、活動や運営を支援する。

事 業 概 要

１ 要件（補助金交付にあたって区⾧が認定）

 ア 防犯・防災、子ども・青少年、福祉、健康、環境及び文化・スポーツの分野において、

   広く住民全般を対象として市民活動を包括的に行うことを目的としていること。

 イ 地域住民の組織をはじめ、ボランティア団体、ＮＰＯ、企業など地域のまちづくりに関

   する様々な市民活動団体が参画しており、また、参画する機会が保障されていること。

 ウ 校区等地域におけるアに記載する市民活動を行う唯一の組織であって、当該市民活動を

   行うために必要な経理的基礎及び技術的能力を有していること。

 エ 事業計画などの活動内容を自ら企画立案し、実践していること。

 オ 総会その他の議決機関の構成員の選任、事業計画等運営上の重要な事項の議決機関によ

   る決定など組織や事業の運営が民主的に行われ、その透明性が校区等地域内の住民全体

   に確保されていること。   など

２ 補助内容

（１）地域活動協議会補助金

 ア 活動費補助金

  ・地域活動協議会のもとで行われる公益性のある活動に対する補助については、その活動

  の公益性や使途、成果をチェックすることを前提に、活動内容を限定せずに補助限度額を

  提示し、具体的な活動内容については同協議会の選択に委ねることとする。詳細は各区要

  綱で規定。

  ・市（区）は公益上の必要性をチェックのうえ補助

  ・区⾧は、「防犯・防災、子ども・青少年、福祉、健康、環境、文化・スポーツ、その他

  区⾧が必要と考える分野」から、校区等地域の実情に応じて、指定分野を決定する。

  ・区⾧が校区等地域ごとに指定する分野は、必ず活動を実施しなければならない。（具体

  的な活動内容は地域の裁量）ただし、自然災害からの復旧や新型インフルエンザ等の感染

  拡大などの理由により指定活動分野の一部を実施できないと区⾧が認める場合はこの限り

  ではない。

 
 イ 運営費補助金

  ・地域活動協議会の運営経費（物件費や事務局の人件費）を対象として補助。詳細は各区

  要綱で規定



事 業 名 16 所管 住宅部管理課管理グループ

事 業 目 的

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績
１ 活用状況（7(2025)年9月末日現在）

 ・６区22団体（空き駐車場の提供21区画、空き住戸の提供１戸）

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

地域の防犯活動の支援に向けた市営住宅空き住

戸等の活用

 防犯活動の拠点を確保したいという、市営住宅の存する全ての区の地域団体等に対して、市営住

宅の空き住戸・空き駐車場を、無償（光熱水費等は使用者負担）で公営住宅等の適正かつ合理的な

管理に著しく支障をきたさない範囲で、当該団体に対し目的外使用許可を行う。

事 業 概 要

１ 活動対象団体

 ・青色防犯パトロールを行う団体

 ・活動する区域にある連合振興町会が運営に関与する団体

 ・構成員が10人以上で、かつ、その過半数が活動地域に在住している団体

  ※駐車場は青色防犯パトロール登録者のみ使用可（１団体につき１区画）

２ 活動団体の選考方法

 ・大阪市地域安全対策本部会議において各区役所及び大阪府警に呼びかけを行い、

      活用団体の募集を行う。

 ・ホームページ等で周知し、随時受付とする。

３ 活用要件

 ・防犯活動を週１回以上かつ１年以上行うこと

 ・防犯活動以外の目的で使用しないこと

 ・今後の防犯活動に係る計画書及び防犯パトロール実施エリアの地図を提出すること

 ・年１回活動状況報告書を管理担当に提出すること

 ・拠点地の住戸に活動拠点であることがわかるように看板を掲げること

４ 活用期間

 ・１年間（ただし、引き続き住宅活用要望があった場合には更新可）

５ 使用料及び敷金

 ・住宅・駐車場とも無償（100％減免）とする。

ー



事 業 名 17 所管 住宅部建設課団地再生グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

〇現在活用中の住戸

 ８区、13か所

〔これまでの導入実績〕

  H20（2008）：３か所、H21（2009）：４か所、H22（2010）：４か所、

  H23（2011）：３か所、H24（2012）：２か所、H25（2013）：２か所、

  H26（2014）：１か所、H27（2015）：２か所、H28（2016）：１か所、

  H30（2019）：１か所、R3（2021）：２か所、R4（2022）：３か所、

  R5（2023）：２か所、

  R6（2024）：２か所（※以前活用していた住戸のため、累計箇所に含まない）

 

  （累計：12区、30か所）

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

市営住宅の空き住戸を活用したコミュニティビ

ジネス活動拠点の導入

 市営住宅のコミュニティの再生・活性化を図ることを目的として、市営住宅の住戸等を、団地及

び地域住民の利便性の向上やコミュニティの活性化に資する事業を行う団体の活動拠点として活用

する。

 市営住宅の空き住戸を、適正かつ合理的な管理に著しく支障をきたさない範囲で、地域の子ど

も・子育て支援（子どもの居場所確保や子育て相談等）や高齢者生活支援（居宅介護相談等）、団

地・地域コミュニティの活性化（地域住民の交流の場の提供等）などに資する事業を行うＮＰＯ等

の事業者の活動拠点として提供し活用を図る。さらに、事業者に清掃等の自治会活動への積極的な

参加を要請することにより、団地のコミュニティの活性化を図る。

コミュニティ活動拠点としてより多くの活動団体の参画に向け、区役所と連携して活動団体や地域

のニーズを把握するとともに、活動団体への制度周知の充実を図っている。



事 業 名 18 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

市民活動団体からの依頼に応じて、各主体間で中立的な立場のもと活動をコーディネートし、話し

合いの場でファシリテートを担うことができる人材を派遣することで、活動の活性化に向けた支援

を行っている。また、大阪市市民活動総合ポータルサイトにて地域公共人材の紹介や派遣事例を発

信し、地域公共人材の活用を促している。

 【令和6（2024）年度】

 地域公共人材バンクの運営

 ・地域公共人材バンク登録者の管理・運営及び学習機会の提供

 バンク登録者128名 学習会等4回開催

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

地域公共人材の養成及びバンク運営

 市民活動団体をはじめ様々な活動主体との多様な協働（マルチパートナーシップ）による活力あ

る地域社会づくりを進めるため、これらの活動主体と行政との間にたち、人と人、活動と活動をつ

なぐ役割を担う地域人材の充実をめざす。

事 業 概 要

１ 地域公共人材養成プログラムの企画運営（休止中）

 ・地域公共人材に必要な知識・スキルを学ぶことができ、本事業に適した人材が集まるよう

  に工夫した養成プログラムの企画運営を実施する。

 ・地域公共人材養成プログラム修了者には、地域公共人材バンク登録の申請を促す。

２ 地域公共人材バンクの運営

 ① 地域公共人材バンクの管理

  ・地域公共人材バンクへの登録の申請要件を公開し、登録希望者を広く募る。

  ・選考を経て、地域公共人材バンクに登録した地域公共人材の名簿を管理する。

  ・地域公共人材それぞれの派遣実績や学習会への参加実績等を記録し、活動実績を把握

  する。

 ② 地域公共人材へのスキルアップ支援

  ・地域公共人材が継続して学習し、地域公共人材としてのスキルを持続、発展させること

  ができるよう、学習機会を提供する。

  ・地域での活動を持ち寄って情報交換を行い、地域公共人材が今後の活動にあたって自発

  的な工夫を行うため、地域公共人材間の交流会などを実施する。

  ・自主的運営ができるような仕組みや体制を整える。

３ 地域公共人材の活用促進に向けた情報発信業務

 ・地域公共人材を広く周知するため、大阪市市民活動総合ポータルサイトにおいて、地域公

  共人材の紹介や各公共人材の派遣実績などの情報発信を行う。

 ・地域公共人材活用促進事業を広く周知するため、派遣事例の情報を、大阪市市民活動総合

  ポータルサイトにおいて発信する。



事 業 名 19 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

・依頼内容に基づき地域公共人材が派遣計画を考え、団体とゴールイメージを共有した後、団体の

抱える現状を分析・整理し、課題解決に向けてアクションすることで、より具体的な支援ができ

た。

・利用者満足度 96.6％（平成26年4月1日～令和7年9月末時点）

・派遣件数  198件（平成26年4月1日～令和7年9月末時点）

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

地域公共人材派遣による市民活動支援

 さまざまな専門知識やノウハウを持った「地域公共人材」を市民活動団体からの依頼に応じて派

遣し活動の支援を行うことで、地域における市民活動の振興をめざす。

 市民活動団体からの依頼に応じて、地域公共人材バンク登録者の中から適切な人材を復数人選

抜。それぞれの得意分野を活かして、依頼内容に応じてファシリテーションやコーディネート、専

門的な知識やノウハウの提供を行うなど、市民活動団体の取組を支援している。

 初回ヒアリングでは団体の抱える現状を詳しくヒアリングし、課題解決に向けた支援計画を団体

と考えゴールイメージを共有する。

 その後、派遣計画に基づき課題解決に向けた支援を行う。派遣回数は概ね５回までで、時間は各

回１～３時間程度である。

 令和7年9月末現在の地域公共人材バンク登録者数は128名で、防災士や中小企業診断士、デザイ

ナーなど様々な知識・経験・スキルを持った人材が登録している。そのため、団体の依頼内容に

よって、適切な人材をマッチングさせることができる。

 また、支援の手法として、ファシリテーションが基礎となっているため、団体のニーズに寄り

添った支援を行っている。

 さらに、人材への報償金は大阪市が負担しているため、申込団体は無料でサービスを受けること

ができる。



事 業 名 20 所管
計画部都市計画課（エリアマネジ

メント支援）

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

【令和6（2024）年度】

 ・１団体に対し、まちづくりアドバイザーを派遣

 ・１団体に対し、まちづくりコンサルタントを派遣

【令和7（2025）年度９月末時点）】

 ・１団体に対し、まちづくりアドバイザーを派遣

 ・１団体に対し、まちづくり コンサルタントを派遣

 まちづくり整備手法や制度などの適用がはっきりしていないまちづくりの初期段階において、地

域の特性を十分に活かした身近な地域におけるまちづくりの基本構想・事業手法等を調査研究し、

まちの整備・改善及び保全等に係るまちづくり構想の策定を目的にまちづくり活動を行う団体を

「まちづくり推進団体」として認定し、その団体に対し５年間を限度に技術的援助のためまちづく

りの専門家（まちづくりアドバイザー、まちづくりコンサルタント）を派遣する。

 また、自分たちの住む地域を住み良いまちにするために活動し「まちづくり推進団体」の認定を

めざすまちづくりグループに対して、まちづくり専門家（グループアドバイザー）を派遣する。

〔専門家派遣〕

 ・まちづくりアドバイザー

  まちづくり推進団体の活動状況に応じ、まちづくり制度、活動の進め方等について助言

  等を行う（２年間を限度、年間12回を限度）。

 ・まちづくりコンサルタント

  まちづくり推進団体が地域住民の合意をとりつつ、「まちづくり構想」の策定に向けた

  活動に対して助言等を行う（３年間を限度）。

 ・グループアドバイザー

  「まちづくり組織の設立」「他団体の活動事例の研究」等の指導・助言を行う（２年間

  で５回を限度）。

〔令和 7（2025）年度予算〕専門家派遣：3,840千円〕

まちづくりの初期段階における、身近なまちの整備・改善及び保全等に向けたまちづくり活動を行

う団体への支援

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

まちづくり活動支援制度（専門家派遣）

 地域の実情に応じた住み良いまちづくりを市民と市が協力して推進するにあたり、住民等による

自発的なまちづくり活動を支援する。



事 業 名 21 所管 大阪市コミュニティ協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

〇相談・ノウハウ

 開催場所：福島区・此花区・中央区・生野区・旭区・住之江区

 事業内容：地域団体やグループ・サークルの相談を受けて活動や行事を支援した。

〇市民活動・サークル活動支援事業

 開催場所：中央区・此花区・東淀川区

 事業内容：各区を拠点に活動する「市民活動グループ」や「サークル」の活動支援を行い、

      自立的的なまちづくりを応援した。

〇団体支援事業

 開催場所：都島区・福島区・中央区・港区・大正区・天王寺区・西淀川区・淀川区・旭区

      ・城東区・阿倍野区・住之江区・住吉区・東住吉区・平野区・西成区

 事業内容：地域活動団体等の事務局または事務補助。現金の入出金及び通帳管理、総会・

      役員会・理事会・研修会等の資料作成、会費の受領、会員への各種事務連絡な

      どを行った。また、地域活動団体等による団体間の交流や連携促進に向けた運

      営支援、団体活動に関する情報収集・発信機能の充実を通じ、地域コミュニ

      ティの活性化を図った。

〇地域支援事業

 開催場所：北区・都島区・福島区・中央区・西区・港区・大正区・天王寺区・浪速区・

      西淀川区・東淀川区・東成区・生野区・旭区・城東区・鶴見区・住之江区・

      住吉区・東住吉区・西成区

 事業内容：区内各地域で行われる運動会や盆踊りなどの行事にテント等イベント用品を無料

      貸出し地域の活性化に寄与した。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

団体支援事業

 地域の各種団体の人材育成や資金確保のための情報提供ならびに様々な団体の活動情報を幅広く

発信する等、連携・協働のための橋渡しの役割を担う。

 地域の組織運営支援をはじめ団体間の交流や連携に向けた事業の実施や他団体とのコーディネー

ト、事業ノウハウの提供、各種相談を行うなど地域コミュニティの活性化の促進を図るため積極的

な支援を行う。

ノウハウ・資源の活用から地域活動の活性化

概ねコロナ禍前に戻っている。



事 業 名 22 所管 大阪市社会福祉協議会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

・平成２７年度以降、年１回（※）開催し、計８回開催。各回およそ１５０～２００人程度が参

加。

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

地域福祉シンポジウム

 社会福祉に関する課題や制度動向、実践事例などを広く共有するため、市民・福祉関係者向けの

シンポジウムを開催しています。

毎年１回、市民・福祉関係者を対象にしたシンポジウムを開催。

・平成２７年度テーマ「地域で創る つながり・ひろがり・ささえあい」

・平成２８年度テーマ「おたがいさまでつながる 地域の居場所」

・平成２９年度テーマ「身近な地域で 気づく・つなぐ・話しあう－住民ができること・福祉専門職

の役割－」

・平成３０年度テーマ「地域福祉の担い手を拡げる」

・令和元年度テーマ「小地域福祉活動の推進と今後の展開について」

・令和３年度テーマ「コロナ禍とその先を見据えた地域福祉活動の展開～ＩＣＴを活用した“きっか

け”づくりから～」

・令和４年度テーマ「こどもたちが自分らしく生きるために～ヤングケアラーについて知る・学

ぶ・理解する～」※地域こども支援ネットワーク事業シンポジウムと合同開催

・令和５年度テーマ「コロナ禍のその先へ －孤独・孤立や生活困窮の課題に地域・関係団体等と

協働して取り組む－」

・令和６年度テーマ「地域福祉活動の担い手を広げる」

・令和７年度テーマ「不登校やひきこもり支援について」（予定）

・学識経験者の講演だけでなく、市内の実践について、地域住民や社協職員が主体となって発信す

ることを重視している。



事 業 名 23 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績 令和6（2024）年度は、32回（毎月2-3回）開催し、111人が参加。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

はじめてのボランティア説明会

 「ボランティア活動をしたい」という個人に活動の場を紹介することを目的に、ボランティア活

動について説明を行う集合オリエンテーションを開催している。

〇はじめてのボランティア説明会

 これから、はじめてボランティア活動をしようという個人を対象に、「ボランティアってな

に？」「どうやって活動を始めるの？」などの素朴な質問に答え、基本的なオリエンテーションの

場として、月2-３回開催している。内容は、ボランティア活動に関する簡単な説明、具体的な活動

例の紹介、活動の相談などを通じ、ボランティアコーディネーターが一人ひとりの希望に応じて活

動を提案している。日程の合わない人や個別に相談したい人には、別途相談に応じている。

１回60～90分程度、日中・夜間・週末等に分けて開催している。

対象を絞らない説明会に加え、リタイア前後の人を含めたシニア層を対象にした開催も行ってい

る。

対面での参加者が増えてきたので、オンラインの利便性も残しつつ、対面：オン

ラインを2:1の割合で実施している。



事 業 名 24 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

 令和6（2024）年度は、9団体をパートナー（受入れ）団体として、土・日曜日・平日昼に31プログ

ラムを実施し、124人（運営ボランティア含む）が活動へ参加。

 ボランティアスタイル プログラム一覧

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

ボランティアスタイル

 「ボランティア活動をしたい」という個人、とりわけ現役世代の市民に活動の場を提供することを

目的に、ボランティア活動の体験が出来るプログラムを開催している。

〇「ボランティアスタイル」

 休日の新しい過ごし方の提案として、「３時間でできるボランティア活動」を多彩なメニューで提

供するプロジェクト。各プログラムに、ボランティア活動経験者（ナビゲーター）」が一緒に参加

し、ボランティア活動の究極の楽しみ方をナビゲーションし、参加者の初めてのボランティア体験を

サポートする。

ボランティア活動を始める際の「ハードル」（時間がない、難しそうに感じる、一人では不安、な

ど）を徹底的に取っ払うことを意識してプログラム開発、体験当日のナビゲートを行っている。

受け入れ団体によっては、新型コロナ5類移行後もボランティアの受け入れを再開

していないところがあり、屋内の活動プログラムが少なくなったことから、屋内プ

ログラムの新規開発を重点的に行った。

プログラム名 パートナー団体 開催数(回)

1
山歩きクリーンボランティア

山歩き動物調査ボランティア
箕面の山パトロール隊 9

2 里浜クリーンボランティア チーム「御前浜・香櫨園浜里浜づくり」 5

3 景観保全活動in大阪城公園 自然環境復元協会 4

4 日本語ボランティア 浅香識字・日本語教室 3

5 淀川河口ごみ拾いボランティア 大阪海さくら 4

6 チャリティショップ販売ボランティア KANAU 2

7 こどものいばしょ 遊び相手＆見守りボランティア ところ 2

8 新聞記事デジタル化ボランティア 大阪ボランティア協会 ボランティア・市民活動ライブラリーチーム 1

9 発送ボランティア 大阪ボランティア協会 1

31合計



事 業 名 25 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

取 組 の

ポ イ ン ト

活動にすぐに生かせるスキルや知識だけではなく、「ボランティアとは」「市民社会とは」といっ

た根源的な事象について考える機会をつくることも大切にしながら企画している。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

市民力・ＮＰＯ力向上事業

 ボランティアやＮＰＯについてもう少し深く知りたい人、ＮＰＯや市民団体を運営している人や

支援している人、ボランティアコーディネーターやボランティアコーディネーションにかかわる人

などが、知識や技能を習得することを目的とし、講座や研修を開催したり、講師を派遣したり、研

修生・インターンの受け入れなどを行っている。

事 業 概 要

〇市民力・NPO力向上事業

協会主催で各種の講座を開催するとともに、外部からの依頼に応え、講座企画・講師派遣という形

で、全国各地で市民活動に関する講演活動（出前講座）を行っている。

1.「一般市民向け」の講座

〔令和6（2024）年度実施〕

はじめてのボランティア説明会／人生100年時代の市民活動講座／阪神・淡路大震災 被災地の人々

を応援する市民の会30年記念フォーラム／防災講座「災害時、わが子と一緒に助かるための備え、

できていますか？」／親子ひろばのスタッフ向け防災研修／みんなで助かるのをあきらめないため

に～障がいがある子どもや医療的ケア児と家族、支援者のための防災セミナー／震災復興応援イベ

ント「ふりかえり、いまを検証する」3.11 from KANSAI 2025／歴史を動かした市民たち／社会的

孤立の抑制・解消に挑む「7つの提案－私の読み方」／傍聴カフェ／裁判アイズ・オンライン／裁判

員ACTミニ学習会／裁判員ACT2024公開学習会／総会記念講演会「男性中心社会の改革に向けて市

民社会に求められるもの」

2.「ＮＰＯ関係者」向け講座

〔令和6（2024）年度実施〕

はじめてのNPO説明会／ウェルビーイングになるためのコミュニケーション講座／NPO・ボラン

ティアグループにも義務化された「合理的配慮」の提供、何をしたらいいの？／NPO法人の「解

散」講座／「遺贈寄付」基礎講座

3.「企業関係者」向けの講座

〔令和6（2024）年度実施〕

フィランソロピー・CSRリンクアップフォーラム／うめきた朝ガク

4.市民活動推進の「専門職対象の講座」

〔令和6（2024）年度実施〕

多様な人の“参加”を支援するボランティアコーディネーター研修／みんなが楽しくいきいきと活動

できるためのコミュニケーション講座／第49期ボランティアコーディネーター養成講座（共催事

業）／・ボランティアコーディネーション力３級検定・直前研修（共催事業）／

〇研修生・インターンの受け入れ

職員研修や大学生のインターンを随時受け入れている。



新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

主催研修については、オンラインもしくはハイブリッド開催に切り替え。

〇主催講座・体験プログラムの実施

〔令和6（2024）年度実施〕

・体験プログラム

48プログラムを実施し、のべ295人が参加。

・交流会・報告会等

31プログラムを実施し、のべ1,256人が参加。

・主催講座

108講座を開講し、1,823人が受講。

・講師派遣

総数102件の講師派遣・視察受け入れを実施。

〇研修生・インターン・職場体験の受け入れ

大学生インターン3人、エンカレッジ大阪職場体験1人、大阪市立東中学校職業体験3人を受け入れ

た。



事 業 名 26 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

〔令和6（2024）年度テーマ〕

【未来のために私たちができることは～Well-beingな社会へ】

・第97回「能登半島地震の被災地支援と企業の役割」（ゲスト：李 仁鉄さん）

・第98回「各社の取り組みを共有－全社プレゼンテーション」（ゲスト：なし）

・第99回「誰ひとり取り残さず、すべてのいのち輝く社会を共に創る～SDGs・万博と企業・私たち

のありたい姿～」（ゲスト：伊藤 武志さん）

・第100回「サステナビリティ・リンクアップフォーラム～第100回、その先へ」（ゲスト：なし）

・第101回「阪神・淡路大震災30年「来るべき大規模自然災害で企業とＮＰＯはどう協働できるか

～過去に学び、未来に備える」」（ゲスト：室崎 益輝さん、古部 真由美さん、松崎 直人さん、頼

政 良太さん）

・第102回 「人的資本経営とは～『人』を生かしたサステナビリティの視点から」（ゲスト：岩本

隆さん）

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

サステナビリティ・リンクアップフォーラム

 企業の社会貢献・CSR・サステナビリティ・ESG・SDGsなどの担当者が2か月に1回、CSR推進や

社会貢献、SDGsにまつわるトピックについて学び、議論を行うフォーラム。

 1993年に発足した当フォーラムには25社・団体 社が参加。最新テーマの講演や、「本音」の情報

交換、他社の取り組みに学ぶ機会として好評を得ている。

 オブザーバー参加制度も設けている。

〔サステナビリティ・リンクアップフォーラム〕

 企業の社会貢献・CSR・サステナビリティ・ESG・SDGsなどの担当者が2か月に1回、関連するト

ピックスについて学び、議論を行う形式をとっている。企業だけではなくNPOも会員となって、特

に「社会（ソーシャル）」「パートナーシップ」を重点としている。

会員で構成する幹事会を中心に企画運営を行い、最新のトピックスを学ぶとともに、各企業の担当

者が連携しながら情報交換を行い、現場での”本音”の悩みを出発点にした実践的な学びを進めてい

る。

・年間テーマに沿った講師を召喚し、会員企業の取り組みに繋げる（年間6回：偶数月第２火曜）。

・オープンフォーラムの定着（リンクアップフォーラムで1回／年間の継続）

・リンク幹事会での企画運営

2020年6月から2022年12月までオンラインで開催していたフォーラムを2023年2

月より対面での開催を再開し、オンラインとのハイブリッド開催とした。2023

年4月からは対面とオンラインとのハイブリッド開催を継続して開催している

（2025年8月現在も対面とオンラインとのハイブリッドで開催）。



事 業 名 27 所管 大阪公立大学

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

◆平成27（2015）年度 ４回開催

 被災状況把握、救急搬送、災害教育、コミュニティ防災、３次元映像

◆平成28（2016）年度 ８回開催

 熊本地震、避難体力、災害映像、大阪市の熊本地震への対応、兵庫県立大学の活動、ネパール地震、

熊本大学の活動、要配慮者

◆平成29（2017）年度 ５回開催

 都市と健康、ストックマネジメント、地図活用、九州北部豪雨、地震地盤災害

◆平成30（2018）年度 ３回開催

 火災予防、ドローン計測、火災調査

◆令和元（2019）年度 ３回開催

 2018年台風21号、避難生活、気象情報

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

サイエンスカフェ

 大学が有している研究成果、知見を社会に対して還元し、研究者と市民が対等な関係でコミュニ

ケーションを行うことによって社会の課題解決へ繋げる。現在は、都市科学・防災研究センター

（旧大阪市立大学都市防災教育研究センター）が主体となっているため、都市防災に関するテーマ

が主となっている。

 サイエンスカフェは英国などで始まり、近年はわが国でも実施されている。大学等の研究機関や

研究者が有する研究成果や知見を、文字通りカフェのような雰囲気の場で提供する。一方的な情報

の提供ではなく、研究者と参加する市民が対等な立場で双方向で意見交換を行う。

 現在は、都市科学・防災研究センター（旧大阪市立大学都市防災教育研究センター）が主体と

なっているため、都市防災に関するテーマで年数回程度開催している。話題提供は都市科学・防災

研究センター研究員、企業関係者、行政関係者が担い、30～60分程度の講演を30～60分程度の意見

交換で構成されている。

 参加者は、大学関係者、行政関係者、企業関係者に加え、日々の地域において地域防災や地域活

動に関わる市民である。

 最新の研究事例や災害調査の報告、企業で開発されている製品やソフトウェアなどが話題となっ

ている。

 大学や研究機関は一般的には敷居の高い組織とみなされるが、サイエンスカフェは既存の公開講

座などとは異なり、専門家と市民がアットホームな雰囲気で科学知識を共有し、社会へ還元してい

く場である。

大学研究者の防災研究のわかりやすい解説や防災関連のトピック的な話題の提供と意見交換

オンライン開催への切り替え（2022年度まで）

実績 ◆令和２（2020）年度 ２回開催

 観光危機管理、航空会社災害対応

◆令和3（2021）年度 4回開催

 新型コロナとクルーズ船、防災減災のための可視化技術、災害と障がい者への福祉、持続可能なコ

ミュニティ活動

◆令和4（2022）年度 2回開催

 防災・減災における女性目線、ラジオの災害時の役割

◆令和5（2023）年度 ２回開催

 保育施設の津波防災・災害時の避難に必要な体力、メディアと災害

◆令和6（2024）年度 1回開催

大地の再生から考える防災と伝統土木による環境デザイン



事 業 名 28 所管 大阪公立大学

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容
オンラインでの開催や参加人数の制限（２０２２年度まで）

実績

【平成27（2015）年度】住吉区・平野区

【平成28（2016）年度】堺市

【平成29（2017）年度】阿倍野区

【平成30（2018）年度】東住吉区

【令和元（2019）年度】住之江区

【令和２（2020）年度】住之江区「纏プロジェクト」中学生対象34名

【令和3（2021）年度】住吉区・東住吉区・西成区の防災士グループ、淀川区、住之江区中学生

【令和4（2022）年度】城東区、大阪市内私立中・高の生徒

【令和5（2023）年度】城東区

【令和6（2024）年度】中央区、大阪市内私立中・高の生徒

【令和7（2025）年度】富田林市、堺市  （※新潟市）

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

コミュニティ防災教室

 行政機関や地域で実施されている防災活動において、大学等の研究機関が連携し、防災に関する

研究成果を社会実装するために、地域防災人材育成および地域防災力向上のための防災教室を実施

する。多様な防災人材育成プログラムを体系的に整理することによる、多様な主体を連携させた人

材育成プログラムの開発も目的である。

 コミュニティ防災教室は、地域防災に関連する多様な主体が連携し、地域防災人材の育成をめざ

している。大阪公立大学都市科学・防災研究センターが中心となって、教育プログラムの開発を行

い、大阪市・堺市の複数の地域で、地域防災リーダー、町会役員、小中学生等を対象に実施してい

る。教室の実施においては大学以外の主体との連携が不可欠で、区役所・市役所はもちろんのこ

と、消防、警察、社会福祉協議会、福祉施設、企業等も参画している。

 教育プログラムの開発においては、最新の研究成果、技術を援用しつつ、既存の各種プログラム

を体系化し、効果が高いプログラムをめざしている。具体的には、地域の災害リスクを知るための

まち歩き、災害対応力を向上させるためのワークショップ、実際に自らが居住する地域への還元方

法などを学んでいる。

 本教室を通じ、防災をキーワードに地域の主体同士の関係性が生まれ、コミュニティ防災の基盤

構築にも貢献している。

コミュニティをつなぐ中核的な人材の育成とその人材のネットワーク拡大



事 業 名 29 所管 大阪市社会福祉協議会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実績

〔ボランティア活動振興基金実績〕

【平成29（2017）年度】     【平成30（2018）年度】

 助成額    47,638,488円    助成額    46,627,691円

 助成団体数  169団体      助成団体数  166団体

【令和元（2019）年度】     【令和2（2020）年度】

 助成額    46,717,234円   助成額       44,403,000円

 助成団体数  156団体     助成団体数  191団体

【令和３（2021）年度】     【令和4（2022）年度】

 助成額    36,286,000円   助成額    35,859,000円

 助成団体数  164団体     助成団体数  143団体

【令和５（2023）年度】     【令和６（2024）年度】

 助成額    38,084,000円   助成額    37,067,250円

 助成団体数  156団体     助成団体数  156団体

【令和７（2025）年度】

 助成額    25,109,000円

 助成団体数  139団体

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

ボランティア活動振興基金

     大阪市内における地域のさまざまな福祉課題の解決のために取組み、かつ地域福祉の向上・増

進・推進に寄与する福祉ボランティア活動への助成を通じ、ボランティア活動の振興及び活動団体

の自立に向けた支援を目的に助成する。

 市内において、地域の課題や福祉課題の解決に向けて、福祉ボランティア活動やその振興を行う

団体に対して、活動に必要な経費を助成する。

 アンケート調査等で助成金の活用状況や課題を把握し、基金運営委員会、作業部会を設置し、よ

り効果的な助成に向けた検討を行っている。

 新たな団体及び学生・若者が主体的に活動に取り組む団体の発掘、活動の発展・継続支援を目的

に令和７年度からは、「福祉ボランティア活動」「学生・若者が取り組むボランティア活動」の２

つの助成項目を設定。また、本基金の申請を通して団体が各区社会福祉協議会とつながることがで

きる工夫を行っている。



事 業 名 30 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

単なる会議室機能に留まらず、ボランティア活動を希望する人が役立つ最新情報を得られたり、活

動者同士がつながれるような拠点をつくることを大切にしている。

感染拡大防止のための会議室利用控えや、オンライン会議の普及により、貸し出

し件数が大幅に減少し、それに伴い収入も大きく減少している。

令和6（2024）年度は、①コーディネーションデスク2団体（6デスク）、②フレックスデスク4団

体、③ロッカー18団体（複数利用を含む）、④レターボックス24団体が利用。⑤会議室の利用件数

は、総数1,632件、パートナー登録団体677件、協会利用837件、一般50件、会員68件。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」

 市民活動を支援することを目的に、事務所機能を求める団体を対象に、事務机やレターボック

ス、ロッカーの貸出と、会議室を求める団体を対象に貸し会議室の貸出を行い、市民活動の拠点と

なる場を運営している。

事 業 概 要

〇市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」

事務所機能を求める団体を対象に、事務机やレターボックス、ロッカーの貸出と、会議室を求める

団体を対象に貸し会議室の貸出を有料で行っている。

①「フレックスデスク」は、特定の事務所を持たず、週数回程度の事務所作業や活動を進める「事

務所機能」を求める団体にとっての利便性をもったデスクを提供するもの。団体同士が「事務所」

をシェアしながら、拠点に集まる人、団体や支援者と出会い、共に資源や知恵を共有できる場を

作っている。

②「コーディネーションデスク」は、フレックスデスクよりも利用頻度が高く、活動・事業でコー

ディネーションや電話相談を行う団体に対して、デスクを提供している。

③「レターボックス」は、対外的な連絡先（郵便受）を持ちたい団体に対して、レターボックスを

貸し出している。

④「ロッカー」は、ＣＡＮＶＡＳ谷町を活動の拠点とし、活動・事業で荷物の保管が必要な団体に

対しロッカーを貸し出している。

⑤「貸し会議室」は、セミナー・研修やミーティング会場として市民活動団体へ提供しており、セ

ミナー室1＆2（定員54人）、セミナー室1（定員30人）、セミナー室2（定員24人）、たたみスペー

ス（定員12名）、交流スペース（定員12人）がある。空き時間帯は企業や個人など一般にも貸し出

している。

 上記機能を持つＣＡＮＶＡＳ谷町が大切にする３つのコンセプトは次の通りである。

・コンセプト１）小さな芽吹きを育みます：ボランティア、市民活動に「ちょっぴり」関心が生ま

れはじめた市民の「小さな芽」を大事に育み、サポートします。

・コンセプト２）「つながる場所」×「生まれる場所」：情報交流エリアに集まる人や団体、情報

を、協会スタッフがきめ細かくコーディネートします。



事 業 名 31 所管 大阪ＮＰＯセンター

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

〔今までのインターン受入実績〕（五十音順）

 大阪経済大学

 大阪経済法科大学

 大阪公立大学大学院

 大阪電気通信大学

 関西大学

 近畿大学

 （公財）草津市コミュニティ事業団

 島根県安来市

 帝塚山学院大学

 阪南大学

 立命館大学

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

インターン制度

 中間支援組織の現場で学びたいと思う人を積極的に受け入れ、大阪ＮＰＯセンターでの豊富な現

場経験を活かして、社会課題を解決する人材の育成を行う。

 「多くのコーディネート事業を通じて実践的に学びたい！」という人を積極的に受け入れます。

学生のみならず企業や行政に勤めている人も参加できます。

〔社会人インターン〕

企業向け（ＣＳＲ担当者等）１名あたり 10日間／100,000円～（税込）

行政職員向け１名あたり 10日間／100,000円～（税込）

中間支援組織スタッフ向け１名あたり 10日間／80,000円～（税込）

市民社会組織（CSO）のネットワーク構築のための人材育成を目的に展開しており、ネットワーク

構築一役を担う。

受け入れ困難またはインターン希望がなく、機会が消失したと感じる。



事 業 名 32 所管 大阪市コミュニティ協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実績

概ねコロナ禍前に戻っている。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

コミュニティスタッフ育成事業

 市民が気軽にイベントのスタッフとして参画できるよう、スキルを活かした活躍の場を提供する

とともに、仲間づくりやつながりづくりに貢献することを目的として実施している。

 「何ができるかわからないけど、何かをしたい」。「興味を持っていることがあるが、一緒にや

る人をつくりたい」、「こんなスキルを持っている。このスキルを活かして社会貢献したい」な

ど、市民が持っている意欲の受け皿として、講習会の講師やイベント運営のスタッフなどの活躍の

場を提供。

 また、定例的に集まりをもつことで仲間づくりやつながりづくりを行っている。

これまで地域活動などに参加されていなかった方たちの地域活動に参加するきっかけづくり

①開催場所：北区

 事業内容：地元地域の現実の姿や歴史、伝統、文化、福祉などを総合的に学べる場を提供し、地

      域を支える担い手として活躍することを目的に実施した。

②開催場所：都島区

 事業内容：・「合唱を通じて地域間・世代間の交流の活性化」を目的として設立された団体の支

      援（減免申請、広報活動、サポート）を行った。

      ・「アルハープ」の演奏を通じて障がい者から高齢者までの生きがいづくりを行う団

      体の支援を行った。（2019年12月22日クリスマスチャリティーコンサートを後援。）

③開催場所：福島区

 事業内容：各種事業やイベントに参加・協力することで地域コミュニティ活動を育成・推進し

      た。スタッフ同士の交流も深めた。

④開催場所：此花区

 事業内容：豊かなまちづくりに資することおよび新たな地域人材の発掘と育成を目的に実施

                     した。

      今年度は、音響・照明等のスタッフを拡充するため、舞台ボランティアスタッフで

                     あるSTAGE SOLUTION(ステージソリューション)を中心に、活動支援を行った。

⑤開催場所：中央区

 事業内容：地域団体を対象に救急救命講習を実施し、緊急時の対応を習得する事を目的として

      実施した。

⑥開催場所：西区

 事業内容：パソコン教室において、実施予定やカリキュラム作成並びに講師についてもコミュニ

      ティスタッフが行った。



実績

⑦開催場所：港区

 事業内容：港区民センターの植栽ボランティアである『はなはなクラブ』と、区内の歴史や文化

      を勉強しガイドボランティアを行う『みんなとシャベル会』を開催した。

      『はなはなクラブ』

       ・港区民センター植栽管理（年間）

⑧開催場所：天王寺区

 事業内容：コミュニティスタッフの育成を実施した。

⑨開催場所：浪速区

 事業内容：・小さなこどもをもつファミリー層が近所で楽しめるところとして、コミュニティス

      タッフによる、リズム人形劇やエプロンシアターを行った。また、手作りの赤ちゃん

      用の紙製のおもちゃの配付など、参加者を増やすため趣向を凝らした。

⑩開催場所：淀川区

 事業内容：ハウリーダー育成事業として、英会話教室・日舞（若林流）教室・暮らしのいけ花

      教室・新舞踊教室の運営を行った。

⑪開催場所：東成区

 事業内容：東成区音楽団育成事業音楽（吹奏楽・女声合唱・混声合唱）を通じたコミュニティづ

      くり活動を実施。

      吹奏楽部：月２回練習

      東成ローズエコー：月７回練習

      東成区第九を歌う会：月３回練習

⑫開催場所：生野区

 事業内容：コミュニティスタッフの募集と育成を行った。スキルアップを重ね、主体性を高める

      ことで、スタッフのネットワーク形成を補助し、さまざまな局面で地域コミュニティ

      づくりに貢献した。

⑬開催場所：旭区

 事業内容：各種事業のイベントを協働型事業として実施。多くの区民に事業へ参画していただく

      ことで新たな担い手を発掘した。

⑭開催場所：鶴見区

 事業内容：鶴見区を中心に活動するまちづくりや地域貢献に興味のある方に講座実施し、

      コミュニティスタッフの育成を区民センターまつりで実施した。

⑮開催場所：住之江区

 事業内容：区民がそのスキルを活かして地域の活動に参加・貢献するコミュニティスタッフを

      募り、区民文化を創出する基盤となるよう、育成・参画事業を実施した。

⑯開催場所：住吉区

 事業内容：区民まつり等に、大阪公立大や美容専門学校・大阪教育大付属高校の学生ボランティ

      アと連携し事業を実施した。



実績

⑰開催場所：平野区

 事業内容：・コミュニティスタッフ育成事業

       ボランティアスタッフとしてイベントや事業等を通じて、地域コミュニティの担い

       手として活躍できる人材を育成。

      ・ひらの混声合唱団活動支援事業

       毎週水曜日の定例練習の練習場所の提供や、合唱団運営の事務作業場所の提供、コ

       ンサートの運営協力等。

      ・平野吹奏楽団活動支援事業

       平野区内在住者による吹奏楽団に対する演奏会及び練習場所を提供した。

      ・平野マスターズ吹奏楽団活動支援事業

       地域の文化活動の発展向上および音楽を通じた青少年の健やかな成⾧に寄与する

       事業として実施した。

⑱開催場所：西成区

 事業内容：・コミュニティスタッフ育成事業

       コミュニティづくりに興味や関心を持った人材を発掘するため、各事業実施の際に

       スタッフを募集した。また、各事業で活動の場を提供しスキルアップを図った。



事 業 名 33 所管 地域力創出グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績
・令和７年度区民まつり実施状況

 開催済み：24区

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

各区役所における「人と人とのつながりづく

り」の取組

 身近な地域の中で、「声かけ」、「見守り」、「助け合い」、「支え合い」によって、生活課題

等の解決に取り組む、豊かな地域コミュニティを構築するため。

・大切さを啓発

 区民まつり、区広報紙、区ＨＰなど

・区によるイベントの実施

 校庭の芝生化、区民まつり、文化のつどいなど

・区による継続的・常設型事業の実施

 要援護者見守り（委託）、青少年見守り（委嘱）、ラウンドテーブルなど

・地域でのイベントへの補助、情報の収集・広報

 防災訓練、運動会、盆踊り、まつりなど

・地域での継続的・常設型事業への補助、情報の収集・広報

 高齢者・子ども等の見守り活動、食事サービス、サロンなど

地域の実情に即したきめ細やかな支援や、地活協の意義求められる機能の理解促進、区の状況に応

じた支援の実施を行っている。



事 業 名 34 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

【令和６年度実績】

 ・活動主体がつながるきっかけづくりを目的とした講座・交流会等の開催 12回

 ・活動主体間の連携協働を促進するための、コミュニティの創出件数   70件

 ・市民活動に役立つ情報の発信 1,284件

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

社会課題解決に取組む活動主体間の連携協働の

促進業務

 市民、市民活動団体、企業などのさまざまな活動主体が互いに協働し、公共の担い手として市民

活動、社会貢献活動ができるよう、活動を進めるうえで他の団体や企業と連携・協働を進めやすい

環境を整える。

 「社会課題解決に取組む活動主体間の連携協働の促進業務」を実施し、社会課題解決に取組む市

民、地域活動協議会などの市民活動団体、企業などさまざまな活動主体間の協働が生まれるように

支援している。

【具体的な内容】

 ・さまざまな活動主体同士が連携しながら地域の課題解決につながる活動を促進する

  ための連携協働支援

 ・活動主体の活性化や連携協働に役立つ情報の収集・発信

 活動主体間の連携協働の創出に向け、具体的な取組内容については、公募型プロポーザル方式に

よる企画提案を受けて実施している。



事 業 名 35 所管 健康推進部健康づくり課

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

〔登録団体数〕

 令和７（2025）年９月末現在、すこやかパートナー登録団体数221 団体

【令和６（2024）年度】

〇すこやかパートナー意見交換会の実施

 令和６年10月 第29回すこやかパートナー意見交換会を実施

〇すこやかパートナー向け情報誌「すこやかPARTNERつうしん」の発行

 ・令和６（2024）年８月、令和７（2025）年２月の２回発行

 ・各号6,000部作成、パートナー宛送付、市立施設等への配架

【令和７（2025）年度】

〇すこやかパートナー意見交換会の実施

 令和７年８月 第30回すこやかパートナー意見交換会を実施

〇すこやかパートナー向け情報誌「すこやかPARTNERつうしん」の発行

 ・令和７（2025）年８月発行

 ・6,000部作成、パートナー宛送付、市立施設等への配架

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

すこやかパートナー制度

 大阪市健康増進計画の推進を図り、市民の生涯を通じた健康づくりを社会全体で支援することに

より、すこやかで心豊かな社会の実現をめざす。

 大阪市健康増進計画の趣旨に賛同し、自主的な健康づくり活動や市民の健康づくりを支援する活

動を行うために登録された団体・企業等を「すこやかパートナー」という。

 すこやかパートナーの活動について、本市ホームページ等から情報発信するとともに、団体相互

や団体と市での協働事業を推進し、参加者を増加させることにより、社会全体で健康づくりに向け

ての機運を盛り上げていく。

社会全体での健康づくりに取組むための環境整備の機運を醸成するために、すこやかパートナーの

活動をホームページや会報等から発信し、すこやかパートナー参加団体の増加促進や協働事業の推

進を行う。

感染拡大防止のため令和５（2023）年度まで、すこやかパートナー意見交換会を

実施できなかった。



事 業 名 36 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

企業との包括連携協定による取組、企業との連

携に向けた支援

〔包括連携協定〕

 企業と大阪市が包括連携協定を締結し、緊密な相互連携と協働による活動を推進することによ

り、市民サービスの向上と地域の一層の活性化を図る。

事 業 概 要

〔包括連携協定〕

 株式会社セブンｰイレブン・ジャパンをはじめとする16者の企業等を包括連携協定を締結し、「区

政・市政のPRに関すること」や「安心・安全に関すること」、「健康・福祉に関すること」、「子

育て・教育に関すること」、「スポーツ振興に関すること」などの連携取組を実施。

 包括連携協定締結企業は下記のとおり。

・株式会社セブンｰイレブン・ジャパン（平成22（2010）年12月15日締結）

・イオン株式会社（平成26（2014）年12月11日締結）

・大阪シティ信用金庫（平成28（2016）年11月21日締結）

・株式会社関西ぱど（平成29（2017）年４月21日締結）

・東京海上日動火災保険株式会社（平成29（2017）年8月31日締結）

・吉本興業株式会社（平成29（2017）年11月22日締結）

・損害保険ジャパン株式会社（平成31（2019）年１月15日締結）

・三井住友海上火災株式会社（平成31（2019）年３月25日締結）

・あいおいニッセイ同和損害保険株式会社（平成31（2019年）３月25日締結）

・日本郵便株式会社（令和元（2019）年６月17日締結）

・グンゼ株式会社（令和２年（2020）年３月24日締結）

・明治安田生命保険株式会社（令和３（2021）年10月８日締結）

・日本生命保険株式会社（令和４（2022）１月26日締結）

・第一生命保険株式会社（令和４（2022）年７月26日締結）

・佐川急便株式会社（令和４（2022）年９月14日締結）

・学校法人森之宮医療学園（令和４年（2022）年９月16日締結）

企業のもつ強みを活かし、本市のニーズに応じたマッチングを行うとともに、新たな企業等とのつ

ながりを広げる。



【株式会社関西ぱど】

 ・子育て情報誌「まみたん」への掲載

   令和５（2023）年度 108件

   令和６（2024）年度 92件

   令和７（2025）年度 49件（令和７年９月末時点）

 ・「まみたんWEB」、「まみたんLINE」での発信

   令和５（2023）年度 77件

   令和６（2024）年度 102件

   令和７（2025）年度 39件（令和７年９月末時点）

実績

〔包括連携協定〕

主な包括連携協定による取組実績

【イオン株式会社】

 ・大阪WAON（旧すきやねん大阪WAON）

   平成26年12月より、大阪市をイメージしたデザインの電子マネーのカード「大阪WAON

  （旧すきやねん大阪WAON）」を発行し、このカードを利用した金額の0.1％を寄附。

 ・ポスター掲示・チラシ配架等の広報連携

    令和５（2023）年度 49件

    令和６（2024）年度 62件

    令和７（2025）年度 36件（令和７年９月末時点）

【大阪シティ信用金庫】

 ・区役所と各店舗との連携取組

   令和５（2023）年度 97件

   令和６（2024）年度 103件

   令和７（2025）年度 82件（令和７年９月末時点）

 ・ポスター掲示、チラシ配架、デジタルサイネージ放映等の広報連携

   令和５（2023）年度 42件

   令和６（2024）年度 46件

   令和７（2025）年度 23件（令和７年９月末時点）



実績

【日本郵便】

 ・区役所と各郵便局との連携取組

   令和５（2023）年度 107件

   令和６（2024）年度 115件

   令和７（2025）年度 100件（令和７年９月末時点）

 ・ポスター掲示等の広報連携

   令和５（2023）年度 31件

   令和６（2024）年度 40件

   令和７（2025）年度 22件（令和７年９月末時点）

【明治安田生命】

 ・ポスター掲示、チラシ配架等の広報連携

   令和５（2023）年度 13件

   令和６（2024）年度 30件

   令和７（2025）年度 18件（令和７年９月末時点）

 ・その他（イベント会場の提供、健康測定会の実施など）

   令和５（2023）年度 ４件

   令和６（2024）年度 ９件

   令和７（2025）年度 ５件（令和７年９月末時点）

【吉本興業】

 ・大阪市24区住みます芸人の活動

   令和５（2023）年度 375件

   令和６（2024）年度 306件

   令和７（2025）年度 128件（令和７年９月末時点）

 ・桂文枝さんによる大阪市24区創作落語プロジェクト「参地直笑 祭」

   令和５（2023）年度 ４件

   令和６（2024）年度 ６件

   令和７（2025）年度 １件（令和７年９月末時点）

 ・その他（動画作成、イベント共催、タイアップポスター作成、芸人派遣等）

   令和５（2023）年度 ６件

   令和６（2024）年度 ４件

   令和７（2025）年度 ０件（令和７年９月末時点）



実績

【日本生命】

 ・ポスター掲示、チラシ配架等の広報連携

   令和５（2023）年度 13件

   令和６（2024）年度 18件

   令和７（2025）年度 16件（令和７年９月末時点）

 ・その他（ボランティア活動への参加など）

   令和５（2023）年度 ２件

   令和６（2024）年度 ２件

   令和７（2025）年度 ０件（令和７年９月末時点）

【第一生命】

 ・区役所と各支社との連携取組

   令和５（2023）年度 26件

   令和６（2024）年度 25件

   令和７（2025）年度 16件（令和７年９月末時点）

 ・ポスター掲示、チラシ配架等の広報連携

   令和５（2023）年度 ７件

   令和６（2024）年度 11件

   令和７（2025）年度 ３件（令和７年９月末時点）



事 業 名 37 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

「大阪市市民活動のためのクリック募金」によ

る企業の社会貢献活動の促進

〔大阪市市民活動のためのクリック募金〕

 市民活動団体が行う公益的な事業（市民活動推進助成事業）に活用するための寄附を継続的に受

け入れる仕組みとして「大阪市市民活動のためのクリック募金」を実施。寄附を通じた市民、企業

等の社会参加、社会貢献活動を支援、促進する。

〔大阪市市民活動のためのクリック募金〕

・インターネットユーザーが、大阪市市民活動総合ポータルサイト内に掲載される協賛企業等のバ

ナーをクリックするたびに、１クリックにつき３円を協賛企業等がインターネットユーザーに代

わって寄附を行う仕組み。大阪市市民活動総合ポータルサイトを通じて寄附を継続的に受け入れる

ことができる。

・協賛企業等は、大阪市市民活動総合ポータルサイトと自社ホームページとをリンクし、ＣＳＲの

取組を広く周知することができる。

・クリック募金は、行政だけでなく、市民、市民活動団体、企業がともに市民活動を支えるという

主旨のもと寄附を広く受け入れる。

実績

＜クリック募金＞

 ※協賛企業数14社（令和７（2025）年９月末現在）

（注１ ） 寄附金の上限額（月9,000円）を超えたものは、9,000円に応じたクリック数をカッコ内に

示す。

年度 協賛企業数 寄附金額

令和４（2022）年度 18社 587,617 （586,353） 1,657,206円

令和５（2023）年度 18社 555,468 （550,997） 1,591,788円

令和６（2024）年度 16社 549,992 （543,279） 1,629,837円

クリック回数（注１）



事 業 名 38 所管 大阪ＮＰＯセンター

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

2024年度実績：2回開催

2025年度実績：1回開催→以降、開催終了（今後別事業で類似内容を検討予定）

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

ゆるっと北浜サロン

 市民社会組織（ＣＳＯ）の定期的な交流の機会を提供する。特に対話を通じて、団体の持つ課題

を共有し、情報交換や資金循環、事業創出の機会を拡大することによって相互成⾧・発展を促すこ

とを目的とする。

認定特定非営利活動法人大阪NPOセンターの事業を通したネットワークの中から、社会変革を起こ

している社会起業家や専門家が登壇するトークイベントを不定期で実施します。これから何かやり

たい方、活動をステップアップさせたい方が、直接先輩起業家からヒントをもらえる貴重な場を提

供します。

MC（コーディネーター）とゲストはすでに関係性が構築されていため、ここだけでしか聞けない本

音の話が聞けることに加え、参加者からのゲストへの質疑の時間もとり、双方向のコミュニケー

ションもとることができる。

コロナ前は会場に集まるスタイルで行っていたが、現在はオンラインでの開催に

切り替えた。



事 業 名 39 所管 大阪市社会福祉協議会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実績

【平成29（2017）年度】

 ・３回開催 参加人数：延べ147人

【平成30（2018）年度】

 ・３回開催 参加人数：延べ146人

【令和元（2019）年度】

 ・６回開催 参加人数：延べ308人

【令和2（2020）年度（１月末までの実施】

 ・３回開催（内１回は動画配信） 参加人数：延べ80人

  ※新型コロナウイルス感染症拡大防止対応として会議室収容人数の半数を定員上限として実施

  ※４月・６月は新型コロナウイルス感染症拡大のため中止

【令和3（2021）年度】

 ・6回開催（内1回は動画配信との併用）参加人数：延べ237人

  ※新型コロナウイルス感染症拡大防止対応として会議室収容人数の半数を定員上限として実施

【令和4（2022）年度】

 ・６回開催（内1回はオンラインとの併用）参加人数：延べ241人

  ※新型コロナウイルス感染症拡大防止対応として会議室収容人数の半数を定員上限として実施

【令和5（2023）年度

 ・6回開催 参加人数：延べ224人

【令和6（2024）年度】

 ・46回開催 参加人数：延べ182人

【令和7（2025）年度4月～9月】

 ・3回開催 参加人数：延べ74人

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

地域こども支援団体連絡会

 多様化するこども支援活動について情報共有し、活動団体や応援企業、社会福祉施設や中間支援組

織、行政などこどもの支援に関わる団体の協働・連携を図ることを目的として連絡会を開催する。

 平成28（2016）年10月開始。平成30年度より地域こども支援ネットワーク事業の1つの取組みとし

て実施している。

 2か月に1度のペースで、お互いのノウハウを共有し、こどもや社会について更に理解し、こどもの

よりよい成⾧や、多くの地域住民や団体の協力を得られる方法を検討する。

 こども支援活動団体やそれを応援する企業や社会福祉施設、行政や社会福祉協議会などが参加し、

こども支援活動に関する情報交換や勉強会を行っている。

（開催日：偶数月の第３金曜日午前10時～正午）

大阪市内のこどもの居場所活動が多様化する中、団体同士をはじめ、関係機関・団体・企業との繋が

りを構築することで相互の情報・課題の共有や連携を推進し、活動の継続と質の向上を図ることを目

的としている。



事 業 名 40 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

おおさか災害支援ネットワーク

 大規模災害時における支援活動の広域的かつ効果的な連携を生み出すことを目的に、平時より互

いの活動を知り”顔の見える関係”を構築するための学びと情報交換とつながる場を運営している。

〇おおさか災害支援ネットワーク

 ・平時より互いの活動を知り、災害に対しての取り組みや課題の共有をしながら”顔の見える関

係”を構築していくことが重要というコンセプトのもと、大阪府内の災害時において何らかの支援活

動を想定している団体を中心に参加を呼びかけ、「災害をテーマ」に学びと情報交換の場を中心と

したネットワークを2014年７月に発足した。年３回開催し、累計で24回開催している。

 参加団体は、社会福祉協議会、日本赤十字社、生活協同組合、市民活動センター、ＮＰＯ、コ

ミュニティ組織、共同募金会、労働組合、労働金庫、労働者共済生活協同組合、青年会議所、企

業、大学、防災士会、国際交流協会、寺院など多様な主体が参加し、令和5（2023）年7月末までで

累計のべ団体数873、のべ参加者数1,439人が参加。また、大阪だけでなく、兵庫、和歌山、三重、

滋賀、東京、沖縄より参加があり、「まいど！」でつながれる関係を継続的に築いている。

 ・運営は、設立当初よりマルチパートナーシップ体制で推進しており、2023年7月末以降、世話

役団体8団体の構成は、大阪市社会福祉協議会、堺市社会福祉協議会、大阪ボランティア協会、大阪

府生活協同組合連合会、日本赤十字社大阪府支部、日本防災士会大阪府支部、ゆめ風基金、泉北の

まちと暮らしを考える財団である。

有事にスムーズに対応できるよう、災害時に起こりうる課題に即したテーマ別部会を設置し、日頃

からのつながりづくりに加え、有事の動き方についても検討することを目指している。

対面での交流会からハイブリッド開催に切り替え



■第26回定例会

 日時：2025年2月10日(月)13時30分～14時30分

 開催方法：集合形式とZoomの活用によるオンラインのハイブリッド形式

 会場：大阪府社会福祉会館4階401会議室・オンライン（Zoom）

 内容：大阪府と大阪府社会福祉協議会から現状の取り組みについて情報共有をした後、「市町村

圏域の三者連携の必要性と現状について」と題して実践報告とワールドカフェ形式のディスカッ

ションを行った。

【話題提供】

 〇明城 徹也さん（全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）事務局⾧）

  「市町村域圏域の三者連携の必要性と現状について」

 〇倉敷市 ぶどうの家 津田 由紀子さん

 「三者連携 西日本豪雨災害の体験から思うこと」

 〇高槻市 高槻市社会福協議会 石原 拓也さん・高槻市防災ネットワーク事務局 巽 史郎さ

ん

 「高槻市における災害支援の三者連携について」

 参加者：23団体64人（会場43人、オンライン21人）

実績

令和6（2024）年度は年２回、のべ60団体、118人が参加

■第25回定例会・第2回総会

 日時：2024年7月1日（木）14時00分～17時00分

 開催方法：集合形式とZoomの活用によるオンラインのハイブリッド形式

 会場：大阪赤十字会館・オンライン（Zoom）

 内容：ＯＳＮとしては、2回目となる総会を開催した。定例会では能登半島地震の被害と支援の現

状について、能登半島地震の最前線にいた3人のスペシャリストから現地で感じたことを聞いたあ

と、グループに分かれ3人の話をそれぞれ聞くとともに、今後何かできるかなどの討論を行った。

【話題提供】

 〇室﨑 益輝さん（神戸大学名誉教授）

  「能登震災の特質と官民連携の課題」

 〇李 仁鉄さん（にいがた災害ボランティアネットワーク理事兼事務局⾧）

  「能登半島地震の被害及び支援の現状について」

 〇明城 徹也さん（全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）事務局⾧）

  「令和6年 能登半島地震への対応や連携に関する課題について」

 参加者：37団体54人（会場40人、オンライン14人）



事 業 名 41 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

令和6（2024）年度は、年11回、のべ196人（月平均参加者17.8人）が参加。

〔令和6（2024）年度テーマ〕第120回「多様な文化が共生する文化芸能・国際交流のまちづくり拠

点―箕面市立市民ギャラリー「チカノバ」始動―」、第121回「工事中のうめきた２期と中津周辺を

巡る」、第122回「令和6年能登半島地震被災地支援、わたしたちにできることを考える」、第123

回「キャンプ好きが高じたわけではないのにキャンプ場をつくり、農業の課題にチャレンジしてい

る理由」、第124回「伝統工芸を日常に～自宅で職人の技を体験！オンラインで今までにない本格工

芸キットとは」、第125回「GPSランナーin南米ペルー～4,600kmの地上絵を描いた元教師の挑戦

～」、第126回「地域に居場所をつくる～吹田市高野台キャンドルナイトの取組み～」、第127回

「そのままでいい自分と人を大切にしよう～他人と比べたり、自分に自信のない子どもたちへ

～」、第128回「まちあるきスピンオフ企画」＠大阪市立住まいのミュージアム「大阪くらしの今昔

館」と「忘年会」、第129回「私は企業人から、如何にして環境NPOの門を叩いたか？」、第130回

「お米と味噌の旅から次の一歩へ～食文化の継承といただきますの未来～」令和5（2023）年度

は、年12回、のべ254（月平均参加者21.2人）が参加。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

うめきた朝ガク

新しい社会貢献・地域貢献を創り上げることを目的に、出勤前、通学前等の１時間を活かして、

ソーシャルな課題や話題を広く知り、共有し、異業種で交流する場として開催。

【早朝の1時間を有意義に過ごしたい方のためのオンライン異業種交流の場】

原則として、第4木曜日午前7時30分から1時間で開催。

ソーシャルな課題や話題を広く知り、共有する異業種の交流の場。

出勤前、通学前等のフレッシュな頭と気持ちで集っている。

<あしどり>2013年春にオープンした「グランフロント大阪」の「大阪ガス（株）エネルギー・文化

研究所都市魅力研究所」にて、大阪市北区・梅田周辺で働き、生活する人々とともに、その生活圏

である地で新しい社会貢献・地域貢献を創り上げたい…そんな思いで始めたのが“うめきた朝ガク”

である。コロナ禍を受けて、2020年5月よりオンライン開催に変更し、全国各地から参加を得てい

る。

【企業のCSR・社会貢献担当者（元担当者）や市民活動団体の職員・ボランティアなどによるマル

チパートナーシップ体制で推進】

「うめきた朝ガク運営委員会」は設立当初より、多様な主体による緩やかなネットワークで組織し

ている。

2020年4月は運営委員会でZoom勉強会を行い、2020年5月からオンライン開催に

変更。対面開催は、2022年12月に対面交流を兼ねて夜に開催。2023年2月と11

月は第4木曜日が祝日にあたったため、まちあるき企画を対面で実施。2024年度

もオンライン開催を中心にしつつ、まちあるき企画やよるの多面開催も取り入れ

中。



事 業 名 42 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
〇

主な

影響内容

実 績

平成29（2017）年９月にスタートした取組み。参加者は、各回10～20人程度。

〔令和6（2024）年度テーマ〕

 運営方法、運営体制の見直し検討のため実施なし。

〔令和7（2025）年度テーマ〕

 CANVASよるがく；

 第67夜「NPOのための、シンプルなマーケティングリサーチ講座 ～実務としての調査手法を具

体的に語ります」

 第68夜「津久井やまゆり園事件を振り返る ースポーツの功罪と合理的配慮」

 第69夜「やっぱ、紙が読みやすいねん！ ミニコミ紙をつくってみよう！」

 CANVASミートアップ；

 第1回 万博どうだった？を語り合うナイト

 第2回 「多様性」について語り合うナイト

 第3回 今宵は暑気払い～今一番気になることを語るナイト

 第4回 万博の意義とレガシーを語り合うナイト

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

CANVASよるがく

交流を大切にし、ハードルが低く間口の広い、誰もが参加しやすい市民学習の企画を通じて、社会

課題に気づきボランティア・市民活動に関わる市民を増やす。

※2025年度から新目的に変更

ボランティア・NPOをもう一歩深く知りたい方を対象に、“夜”にCANVAS谷町に“寄る”、学びの場

「CANVASよるがく」などを企画・運営する。※2025年度に変更

事業を通して社会課題に気づき、協会のミッションに賛同するなかま（個人会員等）を増やす。

隔月の開催（各回の参加者20名以上）を継続的に実施できる仕組みを構築し、「よるがく」をきっ

かけに、新規個人会員など協会と新たなつながりができる人が増えることを目指す。

2025年度からは「よるがく」のスピンオフ企画として、毎回ひとつのテーマについて語り合う

「CANVASミートアップ」（定員10人程度）も隔月に開催し、より気軽に参加できる機会を提供す

る。

2020年2月の開催（第47夜）を最後に開催を中断。2020年10月（第48夜）より

「オンライン開催」に変更して再開、2022年度（第62夜）からは対面＆オンラ

インのハイブリッドで開催するが運営上の負担が大きく、開催方法の見直しを検

討。2025年度からは対面のみの開催に戻すこととした。



事 業 名 43 所管 大阪市コミュニティ協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実績

〔主な取組内容〕

〇ラウンドテーブル

 開催場所：此花区民ホール

 事業内容：此花区を拠点に活動する各種市民活動団体や個人を対象に「まちづくり」をテー

      マとして、市民活動のノウハウや区民のつながりを共有し、ネットワークを拡げ

      ることを目的に実施した。

 参加者数：のべ84名

〇ＮＰＯ等市民団体との交流

 開催場所：天王寺区民センター

 事業内容：ＮＰＯ等市民団体との公益活動の連携・協働の促進等による地域コミュニティづ

      くりを実施。天王寺区民合唱団、天王寺フィルハーモニー、てんのうじ観光ボラ

      ンティアガイド協議会の団体支援を実施

 参加者数：3団体

〇なにわの日

 開催場所：浪速区役所

 事業内容：728の日を記念した、なにわの日記念事業開催中に当支部協議会は、１事業『お

      ～い人形劇だよ』で参画した。その間、なにわの日会議に３回出席し、企業、

      ＮＰＯ、市民活動グループとの交流を広めた。

〇浪速区ごみひろい活動

 開催場所：浪速区内

 事業内容：きれいなまち浪速区をめざし、地域が行っている『おおさかマラソンクリーン

      アップ作戦』参加型美化活動に参加した。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

交流とネットワーク事業

 コミュニティ事業の開かれた運営は地域コミュニティづくりの活性化につながることから、区民

が参画できる事業を実施し、交流を進めながら情報の共有化、相互のノウハウの活用により、連

携・協働の促進を図る。

 地域活性化に向け、子ども・大人・外国籍の方・各種団体・企業などが幅広く交流を行い、情報

の交換や様々なイベントを行っている。

感染拡大の中、地域イベント等が軒並み開催中止となり、活動の場がなくなっている。

概ねコロナ禍前に戻っている。



実績

〇都島図書館連携支援事業

 開催場所：都島区民センター

 事業内容：地域における文化の向上や福祉の増進を目的に、都島図書館との共催事業によ

      り、都島おはなしサークル｢シフカ・ブールカ｣による、大人のためのおはなし

      会や、災害にも使えるリュックの作り方やふろしきの基本の結び方を学ぶ、図

      書館 de ECO｢ふろしきバッグでエコライフ!｣を実施した。

〇大阪区民カレッジ

 開催場所：北区民センター・東成区民センター

 事業内容：地元地域の現実の姿や歴史、伝統、文化、福祉などを総合的に学べる場を提供

      し、地域を支える担い手として活躍することを目的に実施した。

〇ワイワイテーブル（ラウンドテーブル）

 開催場所：東淀川区民会館

 事業内容：まちのこと、東淀川の魅力、防災、防犯等について、関心のあることをざっく

      ばらんに語り合うラウンドテーブルを実施した。



事 業 名 44 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

【令和6年度】

≪最優秀賞≫

  団体名：D-1グランプリ

  事業名：チームフランポネ

 ≪優秀賞≫

  団体名：シニアディスコを広める会

  事業名：シニアディスコ

  団体名：特定非営利活動法人大阪環境カウンセラー協会

  事業名：障がいがある私たちも社会貢献！！

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

キラッと輝く！OSAKA市民活動グランプリ

 大阪市市民活動推進助成事業の一環として、地域課題や社会課題の解決に大きく貢献するととも

に、社会情勢等の変化にも対応し、あるいは他団体の活動にも影響を与えながら活動を継続している

事業を表彰し、事業支援費の支給や広報支援を行うことにより、市民のみなさんに広く知っていただ

き、まちづくり等にかかる諸問題への取組みや地域の課題解決、地域コミュニティの活性化を図るな

ど、一層の市民活動の活性化を図っていくことを目的として実施する。

 市民活動団体が行う大阪市の地域課題・社会課題の解決を目的とする公益的な事業について、「大

阪市市民活動推進助成事業 キラッと輝く！OSAKA市民活動グランプリ」として募集し、審査・選

定を行ったうえ、最優秀賞（１事業）、優秀賞（２事業）を表彰するとともに、副賞として最優秀賞

には事業支援金（10万円）の支給及び広報支援を実施し、優秀賞には広報支援を実施する。

 各区・局及び本市と連携する企業等と、ホームページやＳＮＳ、広報誌等様々な媒体を活用し、受

賞団体の活動を広く周知。

実 績

キラッと輝く！OSAKA市民活動グランプリ

【令和7年度】

≪最優秀賞≫

  団体名：特定非営利活動法人プール･ボランティア

  事業名：障害者も健常者も同じようにプールを楽しめる社会を作ろう！

 ≪優秀賞≫

  団体名：NPO法人輪母ネットワーク

  事業名：障害児者や要配慮者が災害時命を守るための情報を贈る受け取るプロジェクト

  団体名：北新地みらい会議

  事業名：「北新地みらい会議」による北新地のまちづくり活動

※平成26年度から令和元年度までは、認定特定非営利活動法人大阪ＮＰＯセンターが実施するＣＳ

Ｏアワード内に大阪市⾧賞を設置し、表彰を行っていた。



事 業 名 45 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

【令和４（2022）年】

 令和５年３月22日開催、11者、6,174,403円

【令和５（2023）年】

 令和６年３月22日開催、18者、7,865,936円

【令和６（2024）年】

 令和７年３月17日開催、22者、7,563,356円

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

区政推進基金（市民活動支援型）への寄附者に

対する感謝状贈呈式

 区政推進基金（市民活動支援型）への寄附に対する感謝の意を表す

 区政推進基金（市民活動支援型）に、１回10万円以上の寄附をいただいた方を対象に、市⾧感謝

状を発行し、市民活動支援への寄附に対する感謝の意を表すとともに、感謝状贈呈式を行い、広く

周知する。

 贈呈式の開催を周知することにより、市民活動支援に対する寄附への理解を深め、寄附申込みの

増につなげる。



事 業 名 46 所管 大阪ＮＰＯセンター

事 業 目 的

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

必要と思われるまたニーズがある支援を適切に行うためにも、大阪NPOセンターが用意している事

業への参画も用意されている。ネットワーク構築を望みサポートを必要としていたら北浜サロン、

更なる資金を獲得したいということであれば志民ファンド、専門家の具体的な支援が必要であれば

専門家派遣「たすけ隊」などを紹介してつなげる機能がフォーラムにはある。

【2024年度実績】

グランプリ1件、準グランプリ1件、ファイナリスト賞3件

大阪青年会議所賞1件、大阪ロータリークラブ賞1件、米国総領事インパクト賞1件、

中小企業診断士満足営業プロジェクト賞1件、大阪弁護士会賞1件

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

ＣＳＯフォーラム グランプリ

 日本全国からの社会的課題を解決する市民社会組織（ＣＳＯ）の事業活動を公募し、書類選考・

プレゼンテーション選考を実施する。今後の成⾧が期待される団体に対して、表彰し、経営サポー

ト、広報・ＰＲ支援を行う。

事 業 概 要

 平成９（1997）年、当時市民活動の発表の場としていち早く「大阪ＮＰＯアワード」を創設。そ

の後、時代の流れとともに様々な変遷を経て、現在の「CSOフォーラム」という形へと発展させ、

市民の自発的・公共的な活動により社会変革をめざす市民社会組織（ＣＳＯ（※））を対象とす

る、多くの団体を応援する。

 平成９（1997）年の第１回大阪ＮＰＯアワードから、これまで延べ1,100社以上の企業・団体とと

もに育った社会活動の発表の場であり、交流の場である。

 受賞後も大阪ＮＰＯセンターの自主事業である北浜サロン、”志”民ファンド、各種支援事業を通じ

て、事業や団体のさらなる成⾧をサポートする。

※「市民社会組織（ＣＳＯ：Civil Socirty Organaization）」とは、ＣＢのみならずＮＰＯのような

テーマ型組織や、自治会やＰＴＡのような地縁型組織も含む。



事 業 名 47 所管 大阪市社会福祉協議会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績
 昭和50年から社会福祉大会において、社会福祉功労者に対する表彰を行い、表彰を通じてより多

くの市民や福祉関係者に対し、地域福祉の啓発・推進に努めている。

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

大阪市社会福祉大会

 社会福祉に功労のあった方を表彰するとともに、市民や社会福祉関係者などに、福祉活動への参

加を促進している。

 市内の社会福祉関係者が一堂に集い、多年にわたり地域福祉の推進に尽力され、その功績が顕著

な社協役員や民生委員・児童委員・ボランティア、また、大阪市民の福祉の向上に⾧年にわたり功

績のあった社会福祉施設・団体役職員等を対象に毎年開催し、市社協会⾧から表彰状・感謝状の贈

呈するとともに、著名人を招き、今後の福祉活動の活力となるような内容の講演会等を開催。

 また、大阪市⾧（大阪市福祉局所管）からの表彰状・感謝状の贈呈を本大会において、あわせて

行っている。

 令和3年度から、市社協設立70周年を機に、地域社会福祉協議会が取り組む他の範となる活動に対

する表彰区分を新設し、地域における福祉活動の活性化を積極的に図っている。

 また、地域福祉活動啓発の一環として講演会をあわせて開催し、新たな活動者の発掘をねらいと

するほか、日頃の活動の手がかりとなる内容とし、さらなる活動の拡がり・発展を図っている。



事 業 名 48 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

区が関与して創出されたＣＢ／ＳＢ事業

【令和４年度】

  15区44事業

【令和５年度】

  17区43事業

【令和６年度】

  16区39事業

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

ＣＢ／ＳＢ促進への支援

 市民活動へのビジネス手法（コミュニティビジネス（ＣＢ）／ソーシャルビジネス（ＳＢ））の

導入促進により、多様化する課題に対し、担い手の最適化により効果的・効率的に公共サービスが

提供される活力ある地域社会の実現を目的として、ＣＢ／ＳＢ（以下「ＣＢ等」という。）が地域

で次々と生まれ成⾧できるよう支援する。

・ＣＢ等に興味・関心がある方や起業を志す方等を対象に、地域公共人材を案内するなどの支援を

行う。

・市民活動総合ポータルサイトにおいて、大阪市民へのＣＢ等の普及促進を行う。

各区役所が関与したCB等起業事例の紹介や市民活動総合ポータルサイトの活用により、CB等の普及

促進を図る。



事 業 名 49 所管 地域連携グループ

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

令和４年度に新たに実施した社会的ビジネス効果が見込まれる事業

（２区2事業）

 城東区：城東区広報誌「ふれあい城東」配布業務（城東地域）

 住之江区：住之江区広報紙「さざんか」配布業務及び配布先宅の見守り業務並びに協働型行政情

報チラシ等配布業務（花の町地域）

令和５年度に新たに実施した社会的ビジネス効果が見込まれる事業

実績なし(継続事業のみ)

令和６年度に新たに実施した社会的ビジネス効果が見込まれる事業

（１区１事業）

 住之江区：住之江区広報紙「さざんか」及び協働型行政情報チラシ等配布業務並びに配布先宅見

守り業務（平林地域）

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

社会的ビジネス化の促進

 社会的ビジネス化の促進により、地域課題への対応やニーズに的確に対応した効果的・効率的な

事業が運営され、地域でのヒト・モノ・カネ・情報などの資源循環が生まれることを目的とする。

 行政が実施責任を負うべき事務事業について、その担い手の最適化の観点から、コミュニティビ

ジネス（ＣＢ）やソーシャルビジネス（ＳＢ）として実施されるものを「社会的ビジネス」と位置

付け、本市が既存の事務事業をもとに再構築した事務事業を委託する。

各区における社会的ビジネス化の事業を情報共有し、社会的ビジネス化の推進を図る。



事 業 名 50 所管 大阪ボランティア協会

事 業 目 的

事 業 概 要

取 組 の

ポ イ ン ト

新 型 コ ロ ナ

の 影 響
ー

主な

影響内容

実 績

令和6（2024）年度は、寄付元2件、パートナー登録団体等10団体、寄贈元のべ28団体と当協会、寄

贈先はパートナー登録団体（のべ50団体）と当協会だった。

〔寄贈品の内容〕

カレンダー、コンサートチケット、菓子、投影スクリーン、事務用什器、文房具、テレビなど

令和5（2023）年度は、寄附・寄贈先の探し方についての相談が33件あり、具体的に寄附・寄贈先

のコーディネーションを行ったり、推薦協力をしたりした実績は5件だった。

①寄贈品のコーディネーション実績：18件（寄贈先団体数：のべ54団体）

〔寄贈品の内容〕

災害備蓄用飲料水・備蓄米・缶入り食料／コピー用紙／お菓子詰合せ／カレンダー／事務用什器／

コンサートチケット／不織布マスク／体重計・血圧計など

②寄附金のコーディネーション実績は8件だった。

〔寄付の内容〕寄付先紹介依頼があり、パートナー登録団体（候補団体含む）を中心に8団体を紹介

し、寄付実行につなげた。

③助成金および賞への推薦協力（個人・団体の推薦）実績は5件だった。

〔推薦内容〕

１）Panasonic NPO/NGOサポートファンド for SDGs ※採択0件（推薦1件）

２）第49回産経市民の社会福祉賞 ※採択0件（推薦1件）

３）SOMPO福祉財団・NPO基盤強化資金助成 ※採択2件（推薦3件、取下1件）

「大阪市における市民活動支援の取組報告」関連事業個別シート

支援者の開拓と信頼のおけるＮＰＯのコーディ

ネーション

 ＮＰＯの取組む事業や運営に有効に生かせるものをつないで生かすことを目的に、市民や企業、

労働組合より寄贈品や寄附金の申し出があった場合に、寄附・寄贈者の意思を尊重しつつ、主に

パートナー登録団体（同協会のＮＰＯ登録制度）を対象に仲介している。

〇支援者の開拓と信頼のおけるＮＰＯのコーディネーション

市民や企業、労働組合より寄贈品や寄附金の申し出があった場合、ＮＰＯの取組む事業や運営に有

効に生かせるものをコーディネーションしている。寄附・寄贈者の意思を尊重しつつ主にパート

ナー登録団体を対象にコーディネートしており、具体的なコーディネートにつながる前の相談対応

も行っている。

①寄贈品のコーディネーション

②寄附金のコーディネーション

③助成金および賞への推薦協力（個人・団体の推薦）

ＮＰＯの取組む事業や運営に有効に生かせるものを徹底的につないで生かす。


